






1.問 題 提 起 一 中 国製 造 業 の ア ー キ テ ク チ ャ=「 疑 似 オ ー プ ン ・モ ジ ュ ラ ー 」 で
あ る か?
H.ア ー キ テ ク チ ャの現 状 と個 別企 業 技 術 の成 長一 疑 似 オ ー プ ン ・モ ジ ュ ラ ー論
を超 え て
1ア ー キ テ ク チ ャ の 国 際化 形成 に よる 中 国 製造 業 へ の影 響
2ア ー キ テ ク チ ャ の変 遷 か ら見 る個 別企 業 技 術 の成 長
2-1.モ ジュ ー ル 化 の 影 響 で 成 長 したPCメ ー カ ー一 レノ ボ
2-2.モ ジュ ラー 型 で 成 長 した 家 電 メー カー一 ハ イ アー ル
2-3.イ ンテ グ ラル 型 とモ ジ ュ ラ ー型 の2本 柱 で 成 長 す る メ ー カ ー一 大 陽
オ ー トバ イ
皿.結 論
1.問 題提起一中国製 造業 のア ーキテ クチ ャ=「 疑 似 オープ ン ・モ
ジ ュラー」 であるか?





キ ー ワ ー ド:ア ー キ テ クチ ャ,ハ イ ア ー ル,レ ノ ボ,大 陽 オ ー トバ イ,技 術 の成 長
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が台頭 した3)。その要因は,生 産管理能力向上による品質向上,生 産規模拡











化に向かったりする」とも述べている。藤本隆弘 武石彰 青島矢一編 「ビジ
ネス ・アーキテクチャ:製品 ・組織 ・プロセスの戦略的設計』有斐閣2001
年。45頁を参照。






























④津上俊哉 『中国台頭一日本は何をなすべ きか』 日本経済新聞社2003年。













級製品であったものが,モ ジュール化原則により,標準化(規 格化)さ れた




























8)丸川知雄 『現代中国の産業:勃 興する中国企業の強 さと脆 さ』中央公論新社
2007年。
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本隆宏な ど)や カー リス ・Y・ボール ドウィ ン=キ ム ・B・クラー ク(Carliss
Y.Baldwin&KimB.Clark)の[Baldwin,Carliss&KimB.Clark(2000)]の
書物 『ThePowerofModularity,MassachusettsInstituteofTechnology.』
が直接の対象 と して扱 ってい るの は コンピュー タ産業 で あるが,1990年代
半ばか ら,日 本 におい て,IT産業 や 自動車 産業 に焦点 を絞 ったモ ジュ ール
化 論が独 自に発展 した。 日本で初 めて,知 識(設 計)と 生 産物 のモジュール
化が情報交換 と取 引のネ ッ トワーク化 と表裏 一体 的に発展 してい く論理構造
を明 らか に し,そ の産業 アーキ テクチ ャ的含意 を体系 的 に論 じた書物 と し
て,『オープ ン ・ネ ッ トワーク経営』 国領(1995年),『情報通信 革命 と 日本
企 業』 池田(1997年)があ る。
この産業 アーキテ クチ ャ論 を研 究 し続 けてい るのが,藤 本 であ る。 『製 品
開発力』(1993年,共編著),『生産 シス テムの進化 論』(1997年),『ビジネ
ス ・アーキテクチ ャ』(2001年,共編著),『日本 の もの造 り哲学』(2004年)
な どがある。彼 は,日 本の ものづ くりの強みは,得 意な(相 性 が よい)ア ー
キテ クチ ャ(オ ペ レーシ ョン重視 の擦 り合 わせ型製 品)と 歴 史的に偏在す る
組織 能力(現 場 の統合力 が偏在)で ある ことを提 唱 した。 さらに,ア ーキテ
クチ ャの産業地政学における比較優位論 で,ヨ ーロ ッパ やアメ リカ,韓 国,
中国,ア セア ンの得 意なアーキテクチ ャと組織 能力 の偏在 を分析 した。そこ
では,中 国の得 意なアーキテクチ ャは労働 集約 的なオープ ン ・モジュラー製
品であ り,偏 在 する組織 能力 は出稼 ぎ労働者 の動員 力である とされた9)。
しか し,2004年以後,過 熱気味 に急 成長 す る中国経済 が,国 際原材 料市
場 の需給 バ ランス を崩 し原材料価格 高騰 の一因 となる とい う新 しい現象 が加
9)藤本の主張については,下記の書を参照されたい。
①藤本隆弘 武石彰 青島矢一編 『ビジネス ・アーキテクチャ:製 品 ・組織 ・プ
ロセスの戦略的設計』有斐閣2001年。
②藤本隆宏 「日本の もの造 り哲学』日本経済新聞社2004年。
③藤本隆宏 新宅純二郎編 「中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報
社2005年。
④藤本隆宏 中沢孝夫編 「グローバル化と日本のものづ くり』放送大学教育振興
会2011年。
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わ り,インフレ要因として警戒 されるようになった。さらに,中 国企業が国
際分業の中で担 うのは,ス マイルカーブのボ トム部分である低付加価値部分
が多い上に,国 際的に急激に進行する低価格化 と技術的陳腐化によって,利
幅も小 さく繁栄の期間も短いプロダク トサイクルが繰 り返 されている部分 も
あった。サービス ・生産コス ト・購買戦略における優位性への依存だけでは
大手企業 といえども外 国ライバルに決定的な差をつけられず,し か も,モ
ジュラー型製品開発力の限界があ り,モジュール化への依存のしす ぎが独 自
の製品開発能力の構築を遅 らせた。貧富差や高齢化等の社会問題 も発生 し
た。こうして,出稼 ぎ労働者 を使い安い製品を作るという 「世界の工場」 と
しての中国が終焉を迎えようとしている。




の李春利,陳 晋彼 らは動態分析 ・比較分析 ・プロセス分析の視点から中国自
動車のアーキテクチャとその変遷や製品開発を研究し,葛東昇は中国オー ト
バイ産業の事例から疑似オープン ・アーキテクチャと技術的ロックインを分
析 し,欧陽桃花 は動態分析 ・比較分析 ・プロセス分析の視点から家電メー
カー ・ハイアールの製品開発を分析 した。その研究結果として,ア ーキテク
チャ概念 を中国生産論に応用する基本枠組みを提示する。クローズ ド・イン
テグラル型(擦 りあわせ型),クローズ ド・モジュラー型,オ ー プン ・モ
ジュラー型 とい うアーキテクチャの3基 本類型 を示 し,中国においては
「アーキテクチャの換骨奪胎」による 「疑似オープン ・アーキテクチャ化」
という現象が多 く見られるが,こ れは中国産業の競争力のダイナミックスに
大きく影響することを指摘する。さらに,今 後,中 国の製造業は 「疑似オー
プン ・アーキテクチャの膠着状態」から,どのように変化 していくのだろう
かという疑問に対 して,4つの答えを推理 した。①疑似オープン ・アーキテ
クチャの膠着状態から,当分の間,脱却できない。②真性オープン ・モジュ
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ラー型へ転換 。③ クローズ ド ・モジュラー型へ移行 。④ クローズ ド ・イ ンテ
グ ラル型へ の回帰。 さらに,中 国における今後 の製 品 ・工程 アーキテクチャ
の進行 を見極 めてい くことは,日 本企業 の中国戦 略に とっての重要課題 であ
る1°),と強 く指摘 した。
彼 らの研 究が,中 国製造業 のアーキテクチ ャの革新 に対 して,重 要 な意味
を持つ ことは否定で きない。 しか し,こ こで歴 史的考 察を加 えたい。 日本製
造業がイ ンテグ ラル型生 産ス タイルを形 成 した要因の一 つは,高 度成長期 に
国内の消費ニーズに絞って製品開発へ力 を入 れた事 である。これは,限 られ
た市場規模 で企 業間競 争が激 し く,消 費者 の要 求に応 えるため製 品の機 能 ・
品質等に次々 と研 究 ・開発能力 を擦 り合 わせ した結 果ではないか。中国製造
業に も同 じ要因があるのではないか。
富裕層の いない1990年代 には消費能力 が低 い消費層 に集 中,依 存 で き,
① の疑似 オー プン ・アーキテ クチ ャが低消 費 ニーズ の消費者 中心 に形成 さ
れ,製 造業 は一気 に成長 で きた。 その消費 ニーズ が存在 す る うち は,疑 似
オープ ン ・アーキテクチ ャの存在 も続 くだろ う。 しか し,あ ま り高い商 品は
買えないが偽物 や品質が悪 い商品は もう結構 とい う,小 康層(中 間消 費層)
が年 々増 えてお り,② 真性 オープ ン ・モジュラー型 と③ クローズ ド ・モジュ
ラー型製品のニーズ,市 場 の存在 も否 定で きない。
近年先進国で も注 目する中国の富裕層 の成 長 と共 に,彼 らのニーズへ の対
応 も必要になる。 また,中 国の多 国籍企業 においてはハ イアールや レノボの
ように先進国へ の進出 もあ り,製 品を差 別化 し富裕層 に対応可 能な製 品 も提
供 しない と成 長で きない。そ のた め近年,製 造業 の アー キテクチ ャは④ ク
ローズ ド ・イ ンテグ ラル型へ 変化 の兆 しがある1')。
現時点において,3つ の消費顧客層 に対応 するため,中 国製造業 にお いて
10)藤本隆宏 新宅純二郎編 「中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社
2005年。









長に直面した日本は,経 済合理的に長期取引 ・長期雇用を選択 し,その帰結
として 「統合力」(チームワーク型の組織能力)が構築 されてお り,設計情
報を転写の難しい媒体に転写する作業が得意 とされた。アメリカは,移民
文化の影響で個性を重視する優れたアイデアを生み出す事に長けているの
で,後 で転写の容易な媒体 さえあれば強い製品をつくる事ができる,と され
た。中国は,多 民族多文化が存在 しているが,主流の漢民族には商人的な模
倣主義の組織的特徴があ り12),「コピー ・改造」が得意,と された。
しかし,後発国においてある技術 ・産業分野を立ち上げるには,先行 した
国 ・企業を模倣する段階が必ずある。さかのぼれば日本メーカー も,欧米
メーカーのや り方を模倣 し,キ ャッチ ・アップする戦略 を採って,追 いつ
き,分野によっては抜 き去ったのではないか。ただ し,「模倣(コ ピー)文
化」を持つ中国は,先進国にキャッチ ・アップすることができるのだろう
か?
これまでの議論では,単 なる 「コピー ・改造」では,構造設計を繰 り返す
だけで機能設計への追体験 を伴わないため,製 品開発を行える知識が累積さ
れていかないとよく指摘 された。そ して,「疑似オープン ・モジュラー型」
が,そ の単なる 「コピー ・改造」としての 「模倣」をもたらすことであるな
ら,この状況にいる限 り 「模倣段階」を抜け出すことは難 しいだろう。中国





③遠藤健治 「中国 コピー商品対抗記』 日経BP社/日経BP出版セ ンター(発 売)
2007年。
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「構造設計→機 能設計」 とい うプ ロセス を追体験 す る暇 もな く,国 際分業 の
枠 組み,つ ま り 「共 同体 間分業」 に取 りこまれて しまった とい う事情 もあ
る。
この 「コピー ・改造」 としての 「模倣段 階」か ら抜 け出す方策 の一 つ とし
て,知 的財 産権保 護政策の さらなる強化 があげ られる。違法 コピーを厳 しく
取 り締 まる ことは,著 作権者 である先進 国企業 の権利 を守 る と同時に,開 発
費 を投 じてオ リジナル製品 を作 り出そ うとする中国ローカル企業 の育成 に も
つながるのである。中国製造業 においては,コ ピー ・改造製 品の価格競争 を
招 き,製 品開発の原資その もの を破壊 する とい う悪循環 のロ ックイ ンは根 強
い ものがある。それ を改善 しない限 り,中 国製造業 の長期 的発展 はのぞめな
い。 また,時 代 と共に,技 術 は進化 し,消 費水準 や市場 ニーズ も変化 し,製
造業の主流になる分 野 も変化 し,さ らに,主 流分 野の産業 アーキテクチ ャも
変化 してい く。
製造業 におけ るアーキテ クチ ャの国際 的の変化 か ら考 えて みたい。例 え
ば,カ ラー テ レビは,1960年代 において イ ンテ グラル型 アーキテ クチ ャの
高級製 品であ ったが,技 術 の進 化や市 場消 費ニ ーズの拡 大等 の要 因で,モ
ジ ュラー型 アー キテクチ ャへ変化 した結 果,1980年代初 め か ら低付加 価値
の廉価 製品になった。 また,自 動車 は,消 費能力 のあ まりないアジアにおい
てイ ンテグ ラル型アーキテクチ ャの高級 製品であ り続 けたが,近 年,新 興市
場 を中心 とした消費水準 の向上 や技術 の進化等 の要 因で,モ ジュラー型 アー
キテ クチ ャ製品になる兆 しが出て きた13)。
この ように,同 じ時代 で も,製 品の技術水準 や市場消 費水準等 の要 因が,
アーキテクチ ャの変化 に大 きな影響 を与 える と考 え られる。
本論文では,歴 史的視 点か ら中国製造業 のアーキテクチ ャを動態 的に把握
する。 これは,単 なる歴 史紹介 ではな く,中 国製造業 の経験 の歴 史的総括 で
13)小川紘一 「製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーショ




ある。中国政府の政策レベル,企業 レベル,消 費市場 レベルなどの要因を加
え,そ の発展のメカニズムを解明することに重点を置く。
このことを通じて,中 国製造業のアーキテクチャの選択戦略の現状を明ら
かにする。そして,ア ーキテクチャ論の先行研究の,中 国が得意 とするのは
「疑似オープン ・モジュラー型」という指摘が妥当か どうか,歴 史的発展段
階から見ると 「疑似オープン ・モジュラー型」もある発展段階を背景 とした
理論形成に止まったのみではないか,と いう問題を提起する。
藤本から指摘 したすでにずいぶん前から 「疑似オープン」状況になってい
る中国地場の家電産業やオー トバ イ産業 は,現在又疑似オープン ・モジュ
ラー型か?と 疑問を持ち,又厳 しい国際環境に対応するために,中 国企業,
特に 「ハイアール」,「レノボ⊥ 「大陽オー トバイ」など,一部の有力大企業
では,国 内外市場でのシェアを確保するために,独 自の知的財産権やコア ・
コンピタンスの確立を目指して,研 究開発費の投入を拡大 してきた。
その努力の効果を検討する為,中 国製造業においては,多様なアーキテク
チャが同時に存在 している現状 を考察する為,次 の第2章 で,企業別で,企
業においてアーキテクチャの変化を中心にどんな方法で,ど んな変化を行っ
ているかを詳細に考察する予定である。
皿.ア ー キテクチ ャの現状 と個別企 業技術 の成 長一 疑似 オー プン ・
モジ ュラー論 を超 えて
1.アーキテクチャの国際化形成による中国製造業への影響
1980年代のアメリカ ・エレク トロニクス産業では,多 くの伝統的な企業
がアーキテクチャと組織能力の乖離 をもたらす経営環境の歴史的な転換期に
直面して苦境に立たされた。しかしながら大規模企業からスピン ・オフした
人々が起 こす多数のベンチャー企業群が 半導体産業をモジュール ・クラス
ター型の経営環境に転換 させた。彼 らが従来のエレク トロニクス産業を現在










行 き詰まった国有企業や集団公司で,後 に優秀な経営者によって再建 された
「私営企業」の出現は,その転機であった。
こうした 「私営企業」は,外 部から部品やキーコンポーネント,主原料な
どを買ってきて組み立て,そ れに自社 で生産 した付加価値の低い部品や材

























他方,大 規模な国有企業や集団公司は,多 数の外資系企業 と合弁企業を設
立し,彼 らを通じて製造技術や近代的マネジメントを学んだ。この時に彼 ら
が学んだ製造技術 とは,モ ジュール型生産に近いものであった。なぜ なら




国有企業製品の低品質は,部 品やコンポーネントの性能 ・品質の悪 さが原
因であった。国有企業の再建には,外 資が機能の良い部品を安価に供給 し,
国有企業の製品に組み込むことが必要であった。国有企業の製品が競争力を
持てば,外 国からの輸入品は怖 くない。中国は対 日貿易収支の慢性的赤字を
回避するだけでな く,日本への輸出による外貨獲得 も可能になる。日系の部
品会社から高性能の部品を購入 し,中国製品に取 り付ける動 きが広がるとと
もに,中国の伝統的ブラン ドが復活 して きた。家電製品か らオー トバイま
で,い ま心臓部は日系や欧米系の部品 ・コンポーネントを装備 している。彼
らの製品は日系合弁製品と遜色のない性能までに向上 した。
近年中国は急速にR&D力を培いつつあり,すでに自力によるビッグバ ン
型モデルによって,新 しい事業でグローバル市場を大 きく開拓 している企業







リクソンなどの欧州勢,中 国の華為技術(ホ アウェー)な どと並んで携帯電
話向け基地局で世界大手の一角 を占め,携 帯電話や固定電話事業者向けの
サービスやインフラのほか,モ バイル端末やタブレット,データカー ドなど
すべて揃えているのが功 を奏 し,過去5年 間平均成長率は世界の通信設備業
界では トップの37%となり,年間売上高は100億ドルに達 し,その54%が





の市場参入が難 しい 日本 に対 して,ビ ッグバ ン型を捨てて,そ の強力 な
R&D力を基盤に,新IM統合型モデル的な協業で市場開発を図る体制を整え
ている19)。
次は,中 国のパソコン ・家電 ・オー トバイ企業を事例 として,ア ーキテク
チャの変遷から企業技術の成長を見てみよう。
2.ア ーキテクチ ャの変遷か ら見る個 別企業技術 の成 長
2-1.モ ジュール化の影響で成長 したPCメーカー一 レノボ
2-1-1.会 社概要
レノボ集団は非国有企 業で,「国有民営 企業」 と呼 ばれる。1984年に中国
科 学院計算技術研究所 の研究員ll人 によって創 立 され た。 当時の名称 は中
国科 学院計算技術研 究所新技術発展公 司 といい,創 立 時に計算技術研究所 か
ら20万 ドルの資金 を もらい,研 究所の入 り口にあ った20平 方メー トルの受
付 室 を事務 室 として提供 された2°)。
19)平松茂実 『現代モジュール化経営論一 日本企業の再発展戦略』学文社2012年。




設立翌年 の1985年に中国科 学院が500台のIBMコンピュー タを輸 入 して
科 学院傘 下の各研 究所 に配った とき,レ ノボは この500台の コンピュータの
検 収,教 育訓練 修 理の仕事 を請け負 うことに成功 し,130万人民元の利益
を得た とともに,IBM北京 セ ンターの代理業務 な どを受注す る事 が出来た。
レノボは この利益 をレノボ漢字辛(中 国語 カー ド)の 開発 に投入 した。中
国語カー ドとは,IBMコ ンピュー タの互換機 に搭載 する中国語 に よる入力 で
きる基板 であ る。その技術 を移 転 し1986年に 「レノボ式漢字 カー ド」 を発
売 し,国 内のシェア を拡大 し,レ ノボ式漢字カー ドは ヒッ ト商品 とな り,利
益 を得た。当初IBM社PCを販売 してい たが,互 換機 であ るAST社PCの代理
店 に転換 し,1988年に香 港 レノボ電脳 有限公 司 を設 立 した。 それか ら,成
長が順 調で,2004年末 レノボ はIBMに現 金6.5億 ドル,自 社 株6億 ドル を
支払 い,PC部 門の債務5ド ル とと もに,技 術,IBMブ ラ ン ド(5年 間使用
可能),年 商130億 ドルの市場,約1万 人の従業 員 を引 き受 けて,世 界 第3
位 のPCメー カー(2005年の世 界 シェア6.2%)に な った。 それか らレノボ
は一気 に世界 的に有 名なPCメーカーになった21)。
レノボの2005年以後 の ビジネスモ デル ・組織 図 ・コア ・コン ピタ ンス に
集中する戦略は以下の ようである。
①.ビ ジネスモデル
情報化社 会の特性 のため,パ ソ コンとい う製品のライフサイクルは極 めて
短 く,一 歩遅れれば まった く売れな くなる ように,リ スクは極 めて高い。こ
の リスク を最小 限に抑 えるには,パ ソコン業界 の最新 の動 きを随時に把握す
る ことが不 可欠である。そのため,レ ノボは誕生後,い ち早 くアメ リカのロ
サ ンゼ ルスに子会社 を,シ リコンバ レー に研究 拠点 を作 り上 げ た。1993年
中川 涼 司 「華 為 技 術(フ ァ ー ウ ェ イ)と 聯 想 集 団(レ ノ ボ)の 対 日進 出一 中 国企
業 多 国籍 化 の二 つ の プ ロ セ ス再 論 一 」ICCSJoumalofModernChineseStudies
Vol.4(2)2012。45-54頁。
21)丸 山 知 雄 「連 想 集 団」http://web.iss.u-tokyo.ac.jp/～marukawa/legend.pdf#
search='%E4%B8%B8%E5%B1%B1%E7%9F%A5%E9%9B%84%E3%80%8C%E
8%81%AF%E6%83%B3%E9%9B%86%E5%9B%A3%E3%80%8D'ダウ ン ロ ー ド
2009年2月3日 。
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の末頃には,そ のビジネスモデルをおおむね構築 した。概 していえば,レ ノ
ボのビジネスモデルは次のように説明できる。
まず,シ リコンバレーで作 り上げたネットワークを利用 して最新技術 と情
報をキャッチし,分析 と市場予測 を行った後 それを香港に送る。香港では
新しい技術 を実施するための条件 を論証 し,販売予測を行った後,そ の結果




来上がった製品は,二 つのルー トで出荷する.一 つは,香港を経由して輸出
する。海外での販売情報はシリコンバ レーと北京の本社 に同時にフィー ド
バックされ,次の行動につながるサークルが再び始まる。
このモデルをイメージしたものが,図 である。事業の拡大につれ,上海,
北京,深 訓にも製造拠点がで きたため,国 内販売のルー トは広がった。現




超 える場合,レ ノボは設備投 資 よ りもアウ トソーシ ングが得 だ と判 断 し,台
湾のメーカーにOEMで 委託生産 をす ることになる22)。
仮 に,他 の中国系 パ ソコンメーカーが これに似 た ような ビジネスモデルを
とっていた として も,レ ノボほ どうま くい くところは少 ないだろ う。
②.組 織 図
レノボの組織 図 を見る前 に,ま ず聯想 ホールデ ィング有 限会社 における レ
ノボの位 置 を見てみ よう。
先に述べ た ように,レ ノボは中国科学 院計算技術研 究所 の出資で設立 され
た会社で ある。1994年2月に香港証 券取引所 に上場 した香 港聯想 は,後 に
北京 レノボ と一体 化 し,北 京 レノボ は株式 の57%所 有す る ことになった。
後に,北 京 レノボはグループを再編 し,持 株会社 にな り,レ ノボ と神州 デジ
タルがその子会社 になるわけである。 レノボ と神 州デジタルは兄弟会社 であ
るが,後 者 は前者 か ら独立 した とき,総 資産 の10%,従 業員 の20%,業 務
の20%と 販売 収入 の20%し か持 ち 出 さなか った。2004年度 の売上 高で い
えば,神 州 デジ タル は結構頑 張ってい るが,ま だ レノボの61.6%しか 占め
ていない。ほかの三社 はいずれ も近年設立 したため,ま だ完全 に軌道 に乗 っ
て進んでいる とはいえない。つ ま り,レ ノボが聯想 ホールデ ィングの中核企
業である ことは,明 らかである。
図2は,聯 想 ホールデ ィングの組織 図である。
次に,レ ノボの ことを見てみ よう。
2005年4月30日,レ ノボはIBMパソコ ン事 業 との統合 を完了 した。 レノ
ボ社 内では,統 合後の会社 を新聯想(ニ ュー レノボ)と 呼ぶ。ニュー レノボ
は,レ ノボチ ャイナ とレノポイ ンターナシ ョナルか らなる。前者 は本部 を北
京 に後者 は本 部 をア メ リカニ ュー ヨー ク州 のパ ーチエス(Purchase)にお
く。楊 元 慶 会 長 を始 め とす る経 営 陣 は,レ ノ ボ チ ャ イナ を最 高 執 行 役
(COO)の劉軍 に任せ,ほ ぼ全員が アメリカに常駐 してい る。
レノボ本体 には,14の 事業部,一 つの研究 院33の ス タッフ部 門 と四 つ
























会長:楊元慶 会長:李 勤 会長:柳傭志 会長:柳傭志 会長;柳傭志
社長;ウィリアム 社長;郭 為 社長:朱立南 社長 二陳国棟 社長:趙令歓
・アメリオ
資料:聯想ホールディングが提供した資料とレノボの年報により作成。
の工場が あ り,ま た グル ープは19の 子会社 と5つ の関連会社 をもつ こ とが
わか る。14の事業 部 を分類 してみれ ば パ ソコ ン(ラ ップ トップパ ソコ ン
とノー トパ ソコン),サ ーバ ー,移 動通信(携 帯電 話 とPDA)と プリンター
な どの接 続 機 器 の,四 種 類 に な る。売 上 げ は,パ ソ コ ンが 約55%,サ ー
バーが20%,移 動通信が10%,接 続機器が15%を,そ れぞれ占めている。
いわゆる商用パ ソコン,消 費パ ソ コンは,レ ノボが作 り出 した概念 である。
つ ま り,法 人向けの製品,た とえば設計 をメイ ンとするパ ソ コンや,会 計 を
中心 とするパ ソコンな ど特 別の需要が求め られるパ ソ コンを商用パ ソコ ンと
い う。 これに対 し,消 費者個 人向けの汎用パ ソコンを消 費パ ソコ ンとい う。
聯 想研 究院は,ス ター トした時には,中 国科学 院 との合弁 であったが,後
に レノボの独 立の研 究機 関 として位 置づけ られる ようになった。現在,北 京
の本社 ビルに入居 している研 究院本部のほかに,四 川 省の省庁所在都市 の成
都 市に分院(支 社)が 設け られている。聯想研 究院は,グ ループの中央研究
院機関で あるため,レ ノボ最 高技術 責任者(CTO)の 賀 志強氏 が聯想 研究
院院長 を務 めている。
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応 じて,適 時に組織の建設を行っている,と いうことがある。例えば,政府
や地方自治体の公開入札に積極的に参加するために,レ ノボは政府事務部を
設立した。法人向けのビジネスの増加にともなって,法 人サービス部が増設











③.レ ノボの コア ・コンピタンス集中戦略
1999年後半頃,ネ ッ トビジネスは太平洋の向 こう側 で急 速 に盛 り上が り,
しか も光の速 さの ようなス ピー ドで世界各 地へ波 及 していった。アメ リカで
は,そ の象徴 はナス ダックの平均株価 の急上昇 であ り,日 本 では光通信 やヤ
フー ・ジ ャパ ンがその代 表 となった。同 じく,中 国で も,ネ ッ トビジネスの
23)レノ ボ組 織 につ い て,以 下 の文 献 を参 照 。
① 徐 方 啓 『日 中企 業 の経 営 比 較 』 ナ カ ニ シヤ 出版2006年 。
② 徐 方 啓 『柳 傳 志:聯 想(レ ノ ボ)を つ くっ た男 』 ナ カ ニ シ ヤ 出版2007年 。
③ 丸 山 知 雄 「聯 想 集 団 」http://web.iss.u-tokyo.ac.jp/～marukawa/legend.pdf
#search='%E4%B8%B8%E5%B1%B1%E7%9F%A5%E9%9B%84%E3%80%8C
%E8%81%AF%E6%83%B3%E9%9B%86%E5%9B%A3%E3%80%8D'ダウ ン
ロ ー ド2009年2月3日 。
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ブームが,マ ス コミの煽 りに よって引 き起 こされた。
従来,十 分に考えてか らでなければ行動 を しない柳傳志 で さえ,つ いにい
て もたって もい られな くな り,楊 元慶 がネ ッ トビジネスに参入す るこ とを認
めた。周 知の ように,ネ ッ トビジネスは若 い世代 の世 界である。正直 にいえ
ば 柳傳志 の ような年代 の経営者 がい くら考えてみた ところで,そ のコッが
わかるはずはない。 しか し,若 い世代 の ビジネス といって も,本 当にそのコ
ツ を身に付 けている若い世代 は,わ ずかだ といわ ざるを得 ないであろ う。
しか し,市 場 とい う見え ざる手 をコン トロールで きる力 を もつ会社 は,古
今 東西 を問わず この世 界に存 在 してはいない。2001年の第14半 期,中 国の
パ ソコ ン市 場 は前の4半 期 よ り6.6%縮小 した。 これ は,1986年以 来 は じ
めて現れたマイナス成長の現 象である。その後の4半 期 も膠着状態 が続 いて
い た。幸 い に も,レ ノボ のパ ソ コ ンはす で に消 費者 に定 着 し,か つ全 国
3000の代 理 店の努 力 で284万4,378台を売 り,前 年度 よ り17%の 増加 に
なったが,目 標 の50%増 には至 らなか った。 また,売 上高が20%,営 業利
益 が69%減 少 したこ とは,悩 みの種 となった。
い うまで もな く,楊 元慶は,レ ノボの これまでの戦 略を見 直 し,ド メイ ン
を再構 築 しなければな らなかった。その結 果,六 つの ドメイ ンは三 つに圧縮
された。新 し くで きたのは,次 の とお りである。
A類:IT製 品 パ ソコン,サ ーバー と付属 品が中心
B類:移 動通信PDAと 携帯電話 が中心
C類:ITサ ー ビス コ ンサ ル テ ィング,応 用 ソフ トの 開発,メ ンテナ ンス
な どが中心
この戦略的調整 に よ り,レ ノボはネ ッ トビジネスか ら完全 に手 を引 き,マ
ザーボー ドの注文製造 をも手放 して,再 びパ ソ コン事業 に経営 資源 を集 中す
る ことになった。 レノボでは,こ れを 「専注 」 とい う言葉 を使 って表現 して
いる。つ ま り,も っぱ らパソ コン事業 に注 意を払 うとい う意味である。
この戦略的調整 に ともなって,レ ノボは戦 略的人員削減 を実施 した。戦略
的人員削減 とは,会 社 の発展 戦略に もとついておこなわれる行動 であ り,部
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門 と個人の業績 と関係 はない とい うことを意味 している24)。
当時,レ ノボの主な成功 要因は,第1,迅 速 かつ よ り的確 に世界標 準 に則
る戦略 を取 った こと。第2,技 術優位 でな くマーケテ ィング優位 を志向 した
こと。第3,そ れ らを支 えた柔軟 な組織戦略 を取 った こ とであ る。具体 的に
は,世 界 との 「同時化 」 と中国人ユーザ向けの改 良を中心 とした製 品,シ ナ
ジー(相 乗効 果)を 意識 した製品ライ ン,リ ベー ト制 や専 売店制 な どを整 え
た流通チ ャネル,全 国統 一価格 巧 みな広告 宣伝 ・セールスな どである25)。
2-1-2.定 常 ・蓄積 ・時代要 因か らみ る技術 の変化
中国における電子計算機 の研 究開発 は1950年代か ら始 ま り,1958年に開
発 された103型小 型電子管汎用 デジ タル電子計算機 は中国初 のコ ンピュータ
であ った。1963年に大型 トラ ンジス タ計算機1974年 に中国初 のマ イクロ
コンピュー タDJSO50型が 開発 され,北 京,天 津,江 蘇 山東 な どの地域 に
おいて少量生 産 を開始 した。1980年代 までに,中 国 はア メ リカ製機種 の コ
ピー によって,ミ ニ コンピュー タや大型機 の よ うな汎 用機器 の分野 を中心
に,研 究 開発 を行 った。一方,中 国に お け るパ ソ コ ン(パ ー ソナ ル コ ン
ピュー タ)産 業の発展 は外 国製品の輸入,代 理販売 とい う形態 でスター トし
た26)。
1980年以降,政 府は外資企業か ら50本以上 のパ ソコン組 み立 て ライ ンを
導入 し,パ ソ コン年産40万 台の生産能力 を整 えた。 また,プ リン ト基板,
キーボー ドな ど,パ ソコン関連機 器生産 ライ ン30本以上 が導入 され,初 期
のパ ソコン産業は形成 された。 これ らの生 産ライ ンに対 し,技 術 の学習 ・吸
収が行 われる一方,パ ソコ ン生産 は従来 のSKD方式 か らCKD方式へ 進 み,
部品の国産化がパ ソコン産業 の発展 目標 として提起 された。当時,各 地に立
地するパ ソコン工場 は政府 の認可 を受け,集 積 回路 とパ ソ コン周辺機器 の製
24)徐方啓 『柳傳志:聯 想(レ ノボ)をつ くった男』ナカニシヤ出版2007年。






造装置 を導入 し,従 来のパソ コン開発 ・生 産工程 か らアセ ンブ リー工程へ集
中する動 きがみ られた。
導入 した技術 を吸 収 した結果,パ ソコ ン部品 の国産化 が図 られ た。例 え
ば,中 国語処理 システ ムを用 いるパ ソ コン(長城0520CH)が1985年に開発
され,採 用 された部品の5割 が国産部品であった27)。
1986年か らス ター トした第7次5力 年計 画で,パ ソ コン産業 が重 要 な産
業 と して指定 され た こ とに よ り,パ ソコ ンメー カー は税 制 ・資金 にお ける
様 々な優 遇措 置 を享受 してお り,特 に,資 金 調達 にお いて,パ ソコ ンメー
カー は政策融 資及 び政府 の指示 による銀行 か らの融資 を獲 得 し始め た。ま
た,政 府 は電子産業 を発展 させ るために,毎 年 の財 政予算 か ら1億 人民元 の
「電子工 業発展基金」 を設け,企 業所有税 の減免 な ども行 った。 さらに,パ
ソコンの輸入 関税 を1986年にll4%ま で に引 き上 げ,国 内パ ソコ ン産業 の
保 護やパ ソコンの国産化 率の引 き上 げな どを促進 した。こ うした政策 の実施
に よって,ロ ーカルパ ソコ ンメー カーの成長 がみ られ,1990年代 の初 め か
らパ ソ コンの国産化 が実現 されてい る28)。しか し,ロ ー カルパ ソ コ ンメー
カーはいずれ も生産規模 が小 さ く,当 時,外 国ブラ ン ドに太刀打 ちで きない
状 況であった。
レノボ,長 城計算機 な どのIT企業 が この時期 に設立 され,中 国パ ソコ ン
産業の形成 に大 き く貢献 した。 レノボは,1986年にパ ソコ ンに 中国の使用
環境 を加 えた 「レノボ式漢字カー ド」を開発 し,一 気 に市場 シェアの拡大 を
果た した。1987年以降,レ ノボはAST社やHP社製 品の 中国市場 の販売代理
商 とな り,経 営管 理 ・マーケ テ ィングな どの ノ ウハ ウ を吸収 した。1989年
に中国で初 めてCPUに インテル社286を搭 載 したパ ソ コンを開発 した こ と







中国パ ソコン市場 の拡大 につれ,外 資企業 は中国現 地事務所 の設立す るこ
とへ変化 し,中 国における長期 的な市場戦 略を取 り込み始 めた。政府 は国内
パ ソ コ ン技術 を発 展 させ る ため に,1990年に輸 入 関税 の 引 き下 げ,輸 入
「許可証制度」(ライセ ンス)を 廃 止する事 に踏 み切 り,外 資メーカーに対 し
市場 開放 を宣 言 した。1992年の郡小 平 「南巡 講話」以 降IBM,コ ンパ ッ
ク,HP,ア ップル な どの大手外 資企業 が中国市場 に本格 的 に参 入 し,パ ソ
コンの生産台数が急増 して きた29)。
1991年には,中 国のパ ソコ ン販売 台数が120万台,ロ ー カル ブラ ン ドが
市場シェアの67%を 占め てい た。 しか し,外 資企業の 中国への進出 に伴い,
国内 メーカーの市場 シェアが一気 に下 落 し,1995年には ローカル ブ ラン ド
の市場 シェアが20%ま で に落 ち込 んだ。
1990年代 の後 半 になる と,イ ンテル製最新 のCPUチ ップを搭 載す る中国
ブ ラン ドのパ ソコンが市場 に投入 され,ロ ーカル製 品の技術 の向上 がみ られ
た。特に,IntelのCPU交替 につれ,レ ノボ と北大 方正 は,MMXPentium,
Pentiumllを搭載す るパ ソコンを一気 に値下 げ し,再 び国 内市場 の復 権 を果
た した。1996年,国内のパ ソコ ン販 売台 数 は180万台 に な り,そ の うち,
ロー カルメーカーが40%の 市場 シェアを占めた。更 に,レ ノボ は1997年に
20万台 の販売 シェアをあげ,IBMか ら国内首位 の座 を奪還 し,ノ ー ト ・パ
ソコン分野 におい て も,東 芝 を抜 いて 国内市場 トップブ ラ ン ドの座 に着 い
た30)。
パ ソコン産業は,コ ア部品 と応用 ソフ トを外 部か ら調達 で き,製 品技術 と
アセ ンブ リー コス トに さえ工 夫すれば,競 争力 に結 びつかせ られる特性 を有
してい る。 ロー カル メーカー はキ ャ ッチ ・ア ップ を通 じて,パ ソコ ンの ス
ペ ックにおいて,外 資製品 との格差 を縮 めて きた。また,低 価格戦 略に加 え
て,ア フターサー ビス,販 売ルー トな どの面において も外 資企業 より競争優





低価格 のパ ソコン製品に対抗 するために,中 国市場 の事業展 開に遅 れた外
資パ ソコ ンメー カーは1997年以降,中 国国内での生産 を本格 化 し,生 産 コ
ス トの削減 を図った。2000年以 降,IBM,HP,サ ム ソンが 中国 に大規模投
資 を行 った。 同時 に,東 芝,ソ ニー,NEC,エ イサ ー,華 碩 な ども積極 的
に中国事 業に取 り組 んでお り,中 国のパ ソ コン市場 では,国 内ブラ ン ドと外
資ブ ラン ドの競 争が徐 々に激 し くなった。
外 資企業はローエ ン ド製品分 野における価格競争 か ら脱 出 し,高 付加価値
の分野へ 集中 しつつある。その結 果,ロ ーカルメーカーがデスク トップパ ソ
コン市場 を独 占す る状態 に な り,生 産 ・販 売 を一層拡 大 した。1999年の上
半期,中 国市場 におけるローカルブ ラン ドの販売 台数 は,140万台 に達 し,
市場 シェアの74.2%を占めた。
一方,ロ ーカルパ ソコンメーカーの量 産拡大 や値下 げ販売 は,中 国におけ
るパ ソコ ンの普 及 を牽 引 してい る。中 国パ ソコ ン保有 台数 をみ る と,1996
年 に542万台 に過 ぎなか ったが,レ ノボな ど国産 メーカー の値 下 げ によっ
て,2000年には2,423万台 に達 した。2002年の中国国 内パ ソ コンの出荷台
数は 日本 を抜 いて,世 界第2位 となった。中国は早 い時期 か らコ ンピュータ
技術 の研 究 を行 い,技 術 と人 的資源 の蓄積が で き,ま た,改 革開放 の政策
で,短 期 間にモジュール化31)のオープ ン ・モジュラー型の コ ンピュー タ製造
技術 の吸収がで きた。
そ の半面,2002年以 降,国 際標 準 化 の進 化 と共 に中 国パ ソ コ ン産 業 の
オープ ン ・モジュ ラー化 の加 速に したがって,パ ソ コン産業 における参入企
業の増加 と値 下げ競 争の問題で レノボな どローカル主要パ ソ コンメーカーの
平均 利益 率 が 低 下 の一 途 を辿 った。 しか し,そ ん な なか で も,1999年～






均4.6%を維 持 してい る。特 に,2003年か ら,ロ ー カ ルパ ソ コ ン企 業 が
ノー トパ ソ コ ン産 業ヘ シ フ トし,研 究 開 発 費投 入 の増 加 傾 向 が 見 られ
る32)。
2004年12月,レノボがIBMのパ ソ コン事 業 を買 収す る こ とに よ り,開
発 ・外 注 を含 めIBMのデスク トップ とノー トパ ソ コンの全事業 を引 き継 ぎ,
当時世界 第3位 のパソ コンメーカー になった33)。また,IBMの エ ンタープラ
イズ向け製品 を中心 とした技術力 を獲得 した ことで,世 界市場 に通用す るコ
ンシューマ ・パ ソコン製品の展 開が可能になった。特 に,急 成長す る中国の
パ ソコン市場 において,レ ノボは コンシューマ ・パ ソ コン市場 の競争優位 と
IBMの技術力 とサー ビス体制 を活用 し,市 場 シェ アの拡 大や 製品 の品質 と
サー ビスの向上 を図っている。
ノー トパ ソコンはデスク トップパ ソコンの ような高度 のオープ ン ・モジュ
ラー性 を持たず,専用部品を採用する統合型構造を必要 としている。ローカ
ルメーカーはノー トパソコン分野における技術蓄積の不足 と研究開発の遅れ
に よって,レ ノボ を除いて,外 資ブラ ン ドに まだ太刀打 ちで きない状態 にあ
る34)。
2-1-3.モ ジ ュ ラ ー 型 の 形 成
パ ソコンはオープ ン市場 で流 通する技術 モジュール としてのマイクロプロ
















リカで制定 された独 禁法の大 幅緩和 や国家共 同研 究法 の制定 な どの産業 政策
に後押 しされなが ら,デ ジ タル化 とオープ ン標準化 とが結 びつ く最初 の製 品
であった。
ISAバスのオープ ン標準化が,完 成 品 としてのパ ソコンをオー プン環境 の
モジュ ラー型へ転換 された第1の ステ ップであった。完成 品 としてのパ ソコ
ンをオー プ ン ・モ ジュ ラー型へ 転換 され た第2の ステ ップは,BusBridge
コンセ プ トの登 場 であ る。パ ソコ ンの アーキ テクチ ャをオー プ ン ・モ ジュ
ラー型へ転換 させ た第3の ステ ップは,イ ンテルに よって仕掛 け られた。イ
ンテルは,ま ず 自社 の付加価値領域(ブ ラ ックボ ックス領域)で あるマイク
ロ プロセ ッサー(MPU)ビ ジ ネス を競争相 手 か ら守 る手段 と して,新 た に
NorthBridgeとい う緩 衝 レイヤ ー を導 入 した。 さ らに既 存 のBusBridgeを
SouthBridgeとい うコンセプ トに変 え,こ れ とイ ンテルが 開発 したPCIバス
経由でNorthBridgeに直結 させ た。統合 モジュール としてのプラ ッ トフ ォー
ム に繋 ぐDRAMメ モ リー,ハ ー ドデ ィス ク,グ ラフィ ック関連デバ イス や
USBデバイスな ど,全 てのパ ソ コン基幹 部品で,そ の外部 イ ンターフェース
がオープ ン環境 で標準化 されている点にある。 これに よって,イ ンテルの付
加価値 が集中カプセル された統合 モジュールは,他 の全 ての周辺機器 とオー
プ ン ・イ ンター フェース を介 して単純結合 する ことが可 能になった。パ ソコ
ンの完全 なオープ ン ・モジュール化 が ここで完成 する。
形式知化 され,し か も基幹 モジュール相互 の結合公差 が非常 に広 いオープ
ン ・イ ンター フェース を介 して比較優位 のオープ ン国際分業 が始 ま り,世 界
中で 自律分散 型の イノベー シ ョンが次 々に起 きる。1980代にせ いぜ い年 間
1000万台だ ったパ ソコン市場が1995年～1996年に6,000万台 とな り,そ の
わず か3年 後 に1億 台 を超 えた。2007年に年 間2億5,000万台 も出荷 され
た35)。
オープ ン ・モジュ ラー型生 産システムの特徴 を反映する垂 直分業 の構造 と
生産委託の構 造は レノボの大量生 産 を支える条件 にな り,製 造 コス トの主要
35)渡部俊也編 「グローバルビジネス戦略』白桃書房2011年。105-132頁を参照。
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な部分 をなす部品調達費用 を低 くする ことは レノボの価格競争力 の源泉 のひ
とつになっている36)。
2-1-4.製 品開発の限界
中国では,技 術 革新 が安定 して しまえば コス ト面等 で企業 が有利 とい うこ
とで,そ れ まで待 つ とい う企業 が大 半の よ うで ある。中国企業 は安 定型 モ
ジュール製品で簡単に儲 ける とい う罠 にはまっている,と い う中国企業 のモ
ジュ ラー型製品開発力 に対 する延岡健 太郎 の指摘 がある37)。
しか し,同 じモジュ ラー型製品で も,中 国企業 の競争力 に大 きなバ ラつ き
がある。 ここで まず レノボの事例 を見てみる。
レノボは漢字 カー ドの生 産か ら始 まってPCの代 理販売,自 社 生 産(1990
年～)と 発展 して きた。1997年の売上構 成は以下の ようになっていた。
レノボパ ソコン35%,ボ ー ド ・カー ド(マ ザーボー ド)35%,シ ステム ・
イ ンテグ レーシ ョン8%,代 理販売20%,そ の他2%。 更 に,レ ノボパ ソコ
ンについ ては,1996年に商用 コンピュー タ,家 庭 用 コ ンピュー タ,ノ ー ト
パ ソコン,サ ーバー を4系 列 と位 置づけた。
1997年9月にはCISCOとの提携 で今 まで慎重 だ った通信分 野へ の進 出 も
決定 した。 この ような多角化 は一事業 の市場範 囲を超 えた成 長を可 能 とし,
かつ事 業の リスク分散 に役 立つだけでな く,事 業 間のシナジー(相 乗効果)
を生んでいる38)。事例 としては以下 のような ものが あった。
イ ンテ ルは新規 開発 のCPUをい くつか の企業 に依頼 して テス トさせ てい
る。 レノボ もその一つ に入 ってい る。その理 由 としてマザ ーボー ドとPC本
体 の両方 を作 っているため,結 果が分 か りやすいか らである。テス ト企業 に
36)川井伸一 「M&A以降のレノボの国際経営一サプライチェーンの構築 と事業改善
一」「愛知経営論集』第159号2009年2月。1-26頁を参照。
37)延岡健太郎 上野正樹 「中国企業の情報家電における競争力:モ ジュラー型製品
開発 にお ける組み 合 わせ 能力 の 限界」RIETIDiscussionPaperSeriesO5-J-
0042005年3月。
38)『中国経済:中 国経済情報研究会員資料2007巻11号2007年10月22日中国企
業の欧米戦略(ハ イアール集団 ・聯想集団)』JETRO[編]東京:日 本貿易振興
会2000年。
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なる ことで,イ ンテルの開発 にいち早 く対応 する ことがで きる。
マザ ーボ ー ドの最大 のユ ーザ は 自社 であ る。300万枚 の マザ ーボ ー ドを
作 って,う ち40万枚 は自社生 産PCに搭 載 され る。1割 強が 自社使 用 とい う
ことになる。
ただ し,ダ ボハゼ的多角化 を進める四通集団,海 星 集団 とは多角化 の方針
は明 らかに異なっていた。 レノボは何 で も進 出する とい うこ とではな く,情
報機 器 を中核 とした事 業構成 で優位 を保 ってい く方針 であった。
PC等の製 品販売 サイクルについては,レ ノボは下流 に存 在す るにす ぎず,
上流にあるイ ンテルやマイクロ ソフ トの ます ます短期化 するサイクルについ
てい くしかない。 したが って,PCな どについ てはい か にWintel(Windows
+lntel)の流 れに遅 れず迅速 に製 品化 で きるかが最大の課題で あった。
もう一つの課題は中国市場 に応 じた付加 サー ビス部分 やシステムの開発 で
ある。 レノボの開発体 制は この2つ の課題 遂行 に対応 している。
レノボは コンピュー タの製品周期 の短 さを考え,研 究基 地は香港 とアメ リ
カの シリコンバ レーに集約 し,香 港 北京 で役割分担 を していた。シ リコ ン
バ レーは情 報セ ンター,香 港 はボー ド ・カー ドの設計 セ ンター,北 京 はシス
テム開発 セ ンター とい う分担 である。その結 果,中 国で もっ とも早 く,ペ ン
テ ィアムマシ ン(中 国では586機と呼ばれた)を 市場投入 し得 た。
1995年には さらに技術 管理委 員会 を設立,開 発 力 を強化 し,同 年(1995
年)で 最 も早 くイ ンテル とほぼ同時にペ ンテ ィアム ・プロ機 「奔 月」 を市場
投 入 した。 また,シ ステム ・インテグ レー シ ョンの分 野で は全 国の優秀10
社 の一つ となった。 これ らの 自社 開発体 制に加 えて,イ ンテル,マ イクロソ
フ ト等々 と開発 をめ ぐる協 定関係 を取 り結 んだ。
一方,家 庭 用 コンピュー タの 「天蝋座 」には 「幸福 之家」 や 「中国古代 四
大名著」な ど,中 国人ユーザ向けにソ フ トウェアを開発 プ レイ ンス トール
する ことで実用性 を増 す とともに差別化 に成功 した。 コンピュータ市場 の成
長 に鈍化が見 られ は じめた1998年にはソ フ トメーカー と協力,「商博 士⊥












との 「同時化」と中国人ユーザ向けの改良を中心 とした製品開発,シ ナジー
(相乗効果)を 意識 した製品ライン,リベー ト制や専売店制などを整えた流





②技術志向(「技工貿」型)で はな く市場指向(「貿工技」型)の 発展を
行って,国 内に広汎な代理店ネットワークを形成 した。比較的早い時点で,
外 国制PCの輸入代理店か ら,自社 ブランドPCの生産 ・販売 に転換 してい
る。
③1988年に,中 国企業の先頭 を切って香港に進出 し,研究開発,生 産,
輸出入の業務 を行う事で国際業務の経験を積 んだ。1994年には,香港の合






④1990年代後 半か ら,香 港 と北 京の業務合併 を推進 し,そ の上 に持株会
社 を置 くことで,所 有 と経営 の分 離を実施 し,経 営 の 自由度 を高 める と同時
に コーポ レー ト ・ガバナ ンス を整備 した。
⑤2004年には,IBMのPC事業部 を買収す るこ とで,技 術 面の強化,経 営
の グローバル化,そ してブ ラン ドカ を強化 しようとしている41)。
しか し,そ の一方 レノボは さらに大 きな課題 を4つ 抱 えている。
最 大 の課題 は,(a)「貿 工技」型発 展か らなか なか抜 け出せ ない こ とで あ
る。 レノボ と同 じ く1984年に創業 したアメ リカのデルは,PCの 直販 とい う
新 しい ビジネスモデルでグローバルに発展 したが,レ ノボは伝統 的な代理店
ネ ッ トワー クに固執 した。売上 高利益 率や研 究開発 費比率 は,ハ イテク企業
と して高 くない。2008年研究 開発費 は2.3億 ドル しか な く,同 業 の世 界有
力企 業か ら大幅に遅れている。中国国内で も研 究開発 に熱心 でない とい う批
判がある。
(b)IBMがPCビジネスか ら退 出 した ことか ら分 かる ように,PCの 組立 て ・
販 売だけで利益 が出な くなった ことである。そ して,レ ノボの中核市場 であ
る中国本土市場 で は値下 げ競争が止 まらない。PC販売以外 の ビジネス に 目
を向 けよ うとして も,MPUの 自社 開発 は論外 で,シ ス テム ・イ ンテ グレー
シ ョン業務 はすでに分離 し,イ ンターネ ッ ト関連 ビジネスへ の参入 には一度
失敗 している。
(c)ブラン ドの確 立に時間がかかる事 であ る。2006年に,IBMか らThinkブ
ラン ドへ転換 し,廉 価 なLenovoブラ ン ドとの二本 立て にな ったが,欧 米 で
は シェアを減 少 している。2008年以降,Lenovoブラ ン ドに統一 され るこ と
になるが,先 進国市場 でシェア を落 とす リスクがある。
(d)現経営陣18人 の うち,レ ノボか ら派遣 されたの は楊元慶 以下4人 で,
アメ リカ籍12人,オ ランダ籍1人 の外 国人経営者 に依存す る体 制 になって




バー し,早 急 に業績 を向上 させ るために,や むを得 ずこの ような陣容 になっ
た と思われる。外 国人経営者 の主体 は,ア メ リオ副社 長な どデル出身が占め
ているか ら,デ ルの ビジネスモデル を学 習する 目的 もある42)。
中国政府 の政策に よ り,中 国企業 は本 来の競争優位 を維持 しなが ら,労 働
集約型産業か ら技術 集約 型産業へ の移行 を図 っている43)。レノボは 自分 自身
が持っていない もの を学習するためいろいろな努力 をやって きたが,今 後,
レノボは中国のパ ソコン産業の リーダー として,デ ルの ように変動型 モジュ
ラー44)へ成長 で きるだろ うか?現 時点 では,不 安 である。
次は,最 近 日本な ど先 進国に も上陸 した家 電メーカー ・ハイアールの事例
を見てみ よう。
2-2.モ ジュラー型で成長 した家電メー カー一 ハイアール
2-2-1.会 社概要
ハイアールは1984年12月,青 島冷蔵庫総廠 として創業 した。 ドイッメー
カーLiebherr社との技術提 携 を経 て1987年にハ イ アール に改称 した。1992
年 にハ イアール グループ を設立 した。1999年ア メリカに海外初 の生 産工業
団地 を設立 した。アメ リカ ・ヨーロ ッパな どで 「設計 ・製造 ・販売」 が三位
一体 となった現地経営 を開始 した。現在,香 港証券取 引所 と上海証券取 引所







型よりも製品統合や量産が簡単にで きる。 しか し,変動型モジュール製品だと,









主な製品は,冷 蔵庫 や洗 濯機 とテ レビ,エ ア コン,ラ ップ トップパ ソコ ン
な どで あ る。世 界165ヵ国 以上 で 生 産 ・販 売 してい る。 グル ー プ全体 で
2008年度 の グローバ ル連結売 上 は1,220億元(約1兆8,300億 円)で あ っ
た。白物 家電 ブ ラ ン ドマ ーケ ッ トシ ェアで は2004年時点 で世 界 第2位 で
あった。冷蔵庫 と洗濯機 の ブラ ン ドマーケ ッ トシェアは2008年時点で世 界
第1位 であった45)。
ハイアールの経営 戦略の特徴 としての企業 文化 は,一 元価値観 制度行為
文化,物 質文化 とい う三層 に よって構成 される。一元価値観 は,「世界 に通
用す るブラ ン ド」,「高品質へ の独 自な理解⊥ 「人材 開発 一競馬経 一」「先難
後易 の輸 出戦略」な どの経営 方針 として具体化 されている。
(1)製 品開発 戦略
ハイアールの製品開発 の特徴 として,ま ず,新 製 品の数の増加 をあげるこ
とがで きる。1995年の新製品は約60モ デルだったが,1998年には252モデ
ル,2002年には382モデ ルにふ えてい る。第2に,売 上全体 に 占め る新製
品の売上の比率が高い。 ここでい う新 製品は,市 場 に投入 されてか ら1年 以
内の製 品であ る。1998年の売上 は168億元 だ ったが,そ の うちで新 製品 の
売上 は120億元 であ り,新 製品 の比 率は71%を 占めた。 この年 以後,同 社
では新製品の売上 が全 売上 の70%以 上 を占める とい う 目標 を打 ち出 した。
その後 この 目標 は大 部分 の製品事業 部で達成 されている。
ハイアールの海外 製品開発 のポジシ ョンは主に設計面 に表れてお り,国 内





ダ ウ ン ロ ー ド2010年8月3日 。
③ ハ イ ア ー ルhttp://www.haierjapan.com/index.htmlダウ ン ロ ー ド2009年5
月13日 。
④ ハ イ ア ー ル企 業 情 報http://www.haierjapan.com/company/japanSalesComp
any.htmlダウ ンロ ー ド2009年5月10日 。
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ニーズに素早 く対応 している。海外技術 開発 は次の二 つに分 け られる。
一つ 目は,自 社 開発 製品で,欧 州,米 国でのR&Dセ ンターの設立 を含め,
現地市場 に適 合 した新製 品 を開発す るこ と。例 え ば,2006年に三洋 電機 の
冷蔵庫研 究開発 部門 を買収 し,自 社 のハイエ ン ド技術 に一定 の技術 的優位性
をもた らした。
二つ 目は,技 術 ア ライア ンスの構 築である。ハ イアールは有名 な多 国籍企
業である米国のESS社,ル ーセ ン ト,ド イツのマ イクロナス社,オ ランダの
フィリップスな どと安定 した技術 アライア ンスを構築 し,冷 蔵庫,洗 濯機
デジ タルカ ラーテ レビな ど多 くの分 野で技術協力 と共 同開発 を行 っている。
その他,ハ イアール製品の海外 開発 戦略は基本 的に現 地市場 のニーズに合 わ
せて設計 した ものである。欧州向けに設計 した省 エネ ・エア コン製 品は,消
費者がEU政 府 の環境 保護手 当を受け るこ とがで き,米 国の大学生 向 けに設
計 した小容量 の洗濯機 な どの製 品 は現 地市場 で の認可 を得 て,米 国市 場 で
トップ となっている46)。
(2)物流 戦略
ハイアールは物流専 門会社 の力 を借 りて,自 社 の物流建設 を強化 し,そ れ
を基盤に小 規模 なアウ トソーシ ングを実行 し,調 達,原 材料 配送,お よび製
品配送におけるジ ャス ト ・イ ン ・タイムの同時フローを実現 してお り,こ れ
に よってグ ローバル化経営 の配置に適応 している。ハイアールの物流 システ
ムは,国 際的 な先 進 レベ ルのCRMお よびBBP電子 ビジネス プ ラ ッ トフォー
ム を採用 して,世 界 のユ ーザ の資源 ネ ッ ト,世 界 のサ プ ライチ ェー ンを結
び,そ れに よってユーザ との距 離を近づけ,ハ イアールの顧客 の注文へ の反
応 ス ピー ドを速めている。製品の配送では,中 遠 集団,国 家郵政総局 お よび
欧米物流専 門会杜 と協 力 し,製 品 を世 界へ 配送で きる ように している。その
46)製品開発戦略について,以下の文献を参照。
①徐方啓 『日中企業の経営比較』ナカニシヤ出版2006年。





ほか,ハ イアール集団は世 界の各市場 の物流企業 か らハ イアール工業 団地に
関連サー ビスの提供 を受けている47)。
(3)ブ ラン ド戦略
ハイアールのグローバル化経営 の重 要な 目標 は,中 国人の世界 ブラ ン ドを
創 出する ことである。ハイアールは,世 界 レベルのブラ ン ドを創 出 し運営す
る ことこそがハイアール集団の真 のポジシ ョンである,と 考 えている。ハ イ
アール米国は,容 積 の少ない冷蔵庫 でブラ ン ドを創 出 し,容 積 の大 きな冷蔵
庫 で注文 を獲得 する,と い うブラ ン ド創 出方法 を採用 している。ハ イアール
ブ ラン ドの世界市場 での信用 度が高 まるにつれ,そ の影響力 は 日増 しに顕著
になっている48)。
(4)ハ イアール情報 システムの活用
ハ イアールでは,ERP(統合 業務 ソフ ト,SAP社の もの)を1999年に導入
してか らは,SBU資 源損益 表のためのデー タ記入 や計算 は人間の手作業 や手
計算に よって行 うことはな くなった。販売 台数な どのデー タをコ ンピュータ
に入力す る と,SBU資源損益 表 は コンピュー タに よって 自動 的 に作 成 され
る。 また,家 電量 販店な ど小 売店の コンピュー タはハ イアールのコ ンピュー
タ室 と接 続 しているために,小 売 店の レジでハ イアールの製 品のバ ーコー ド
を読み とる と,販 売 台数のデー タはプロジェク ト ・マネジ ャーのSBU資源損
益 表 に反 映 して,新 しい市 場連動 給与 が計算 され る。 プ ロジェ ク ト・マ ネ
ジ ャーのSBU資源損益 表のデー タは10分 ごとに更新 され る。 プロジェク ト・
マネジ ャーの市場 連動給与 は外 部の市場業績 とほぼ リアルタイムにつながっ
ている といえる。




国企業の欧米戦略(ハ イアール集団 ・聯想集団)』JETRO[編]東京:日 本貿
易振興会2000年。
②王桁宇 『中国家電メーカーのブラン ド戦略:ハ イアールを中心に』[和泉]:
[桃山学院大学]2006年。資料ID:00656847。
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す る意見 を聴取 してハ イアールの実 際の情 況 を考 察 した後,2000年に,初
めてハイアールのため電子解 決案BBP(原材料 がイ ンターネ ッ ト上 で仕入 シ
ステム)の プロジェク トをデザイ ンして実施す るこ とに なった。7カ 月 の協
力期間 を経 て,ハ イアールの プ ロジェ ク トは大体 の形が で きてい た。そ し
て,2000年10月にR/3システ ムの下 のMM(原 材 料管理 モ ジュ ール),PP
(生産計画のモ ジュール),FI/CO(財務 とコス トのモジュール)とBBPは 正
式にイ ンターネ ッ ト上で運営 を開始 した。ERPシステムは,す でにハ イアー
ルグループの原材料 の集中仕入,原 材料 の在庫 と立体 の倉庫 の管理 。物流 の
本部の部品は,会 社 の財務 な どの業務 を覆った,全 体 のグループの内部供給
チェー ンを作 り上げた。
ハイアールはBBPシステム を通 して,供 給側 との問でイ ンターネ ッ トの業
務 と情報 に基 づい て協力 す るプ ラ ッ トフ ォー ムを創 立 した。 この プ ラッ ト
フォームの意義は,そ の業務 の協 同機 能を通 してイ ンターネ ッ トで入札募集
と入札 がで きる上,イ ンターネ ッ トを通 してすべ ての供給側 に関係す る物流
管理業務 の情 報(例 えば仕入計 画,仕 入注 文書,在 庫情報,供 給側 の供給 品
の明細書,割 当額お よび仕 入価格 と納 品時間)を 提供 するため,供 給側動 か
ず して関係 する物流 管理情報 をすべ て把握(仕 入 に より商品を用意す る,仕
入注文書 に よ り商品 を届 ける)で きる点にある。
非業務情 報の協 力について,SAPはBBP仕入 のプラ ッ トフ ォーム上 の情報
セ ンター を使 い,ハ イアール と供給側 の交流 のために集中的な環境 を提供す
る。情 報セ ンターはブ ラウザー とイ ンターネ ッ トを利用 して仲介 して,従 来
の紙,フ ァックス,電 話 と電子 メールな どに よる情報交換手段 か ら転換す る







③遅双明編/多田敏宏訳 「ハイアールの企業文化:中 国 トップ家電メーカーの経
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2-2-2.定常 ・蓄積 ・時代要因からみる技術の変化
1990年代において,ハ イアールは白物家電のコア技術の獲得 より,む し
ろ新製品分野やキーデバイス を使いこなす技術,周 辺技術の獲得に注力 し
た。冷蔵庫の事例 をみると,コ ンプレッサー,電子制御ユニットなど,製造
コス トの8割 を占めるコア部品は内製せず,国 内外のサプライヤーから調達
されている。一方,プ ラスチック成型製品,金属部品などの汎用製品と金型
は製造する。特に,金 型設計について,ハ イアールはそのノウハウに欠けて






づき,デジタル技術 を習得 したうえで,外 部から購入 した標準ハー ド部品を



























近年ハイアールは,中 国有数の研究資源投入 を誇る企業に成長 している
が,実 際の製品開発組織やプロセス,あ るいはプロジェク ト事例を見る限





示 コーナーには,初期モデルである ドイツ風冷蔵庫や中国の農民向けの 「野
菜や芋の洗える洗濯機」(商品名 「小小天童」)が展示 されている。この 「小
小天童」は,コ ンパク トで使いやす く,爆発的にヒットした。こうした地方
向けはともか く,輸出向けの製品の作 りはとても素晴らしい。特に人気の高
いのが ワイ ンセ ラー(ワ インクーラー)で ある。この商品はアメリカで
50%の市場シェアを獲得 しているという。日本に導入された ら,市場 を席
巻するかもしれない。
ハイアールのアメリカ輸出向け大型冷蔵庫は,日本製の冷蔵庫 よりも一回
52)延岡健 太 郎 上 野 正 樹 「中 国企 業 の情 報 家 電 に お け る競 争 力:モ ジ ュ ラ ー型 製 品
開 発 に お け る 組 み 合 わ せ 能 力 の 限 界 」RIETIDiscussionPaperSeriesO5-J-
0042005年3月 。
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り大 き く,機 能 も充実 していて,見 た 目も素 晴 らしい。ルームエアコ ンも室
温が液晶表示 される ものや,外 か ら携帯 電話 やイ ンターネ ッ トを経 由 して温
度指定で きる ものな ど,最 新 の意匠 を凝 らしている。これ らの製 品 も,日 本
市場に導入 されれば,爆 発的な人気 を博 すであろ う。ハイアールの製 品は,
他 の中国製品 とは異な り,安 くない代 わ りに 日本 製 と変わ らない(あ るいは
それ以上の)デ ザイ ン,品 質,性 能を備 えている。
しか し,大 型家電店に行 ってみる と,ハ イアールの大型冷蔵庫 は,な ぜ か
サ ムス ンの冷 蔵庫 にそ っ く りなの で あ る。ハ イ アー ル の ルー ムエ ア コ ン
は,1台 の室外機で2～3台 の冷房機 を動かせ る。 この商品 はなぜ か ダイキ
ンのエア コンにそっ くりである。ハイアールは,常 に世界最 高の製 品をベ ン
チマー クす るため,ど う して も他社 製品 に似 て しまう。基礎研 究 を重 視せ
ず,「開発」 と称 す る模倣 的改 良 に精 を出す。 ともか く,優 れ た外 国製品が
出た ら,他 の 中国企 業 よ りも早 くそれ をマ ス ター して生 産 し,全 国販 売す
る。
つ ま り,ハ イアールは,開 発 ス ピー ドは速 いが独創性 に欠ける中国の 「マ
ネ した電器」である。 これは決 して非難ではない。む しろ賞賛 である。 しか
し,一 級品で はあ って も,「マネ はマ ネ」で ある。製 品やサ ー ビス に独 創性
が見 られないのが欠点である。いずれ,第2の ハイアールが出現 し,本 物 の
ハイアール製品 を徹底 的に模倣 し,低 価格 で立ち向かって くる。模倣 だけの
製品開発 はいずれ限界が くる。それを避けるため,ハ イアールは,次 々 と相
手 を替えて外 資か ら技術 を習得 している。 しか し,ハ イテクになるほ ど,外
資の技術 防衛 の姿勢 は厳 し くなる。知的財 産権保護 に より,安 易 な模倣 も許
されな くなる。 自主技術 開発 しか,残 された道はない。 しか し,そ れは茨 の
道であ り,か つての ような高度成長は望 み ようがない53)。
また,ハ イアールは,部 品,コ ンポーネ ン ト,モ ジュールな どを内製 しな
いため,製 品 自体 に差 別的特 長を出 しに くい ことも事 実である。た しかに,
53)欧陽桃花 「中国企業の結合型製品開発一ハイアール事例研究一」大阪産業大学経
済論集 第8巻 第1号 。
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モジュ ラー型生産は,世 界で一番安価 ・高性 能な部品,素 材,モ ジュールを
購 入で きる とい うメ リッ トがあ る。 しか し,EMS的 生産 の常 として,最 高
の品質 ・性 能の製品作 りは望 めない。品質を これ まで以上 に高め,世 界最高
のデザイ ン性 を追求するためには,デ ル コンピュー タの ような生 産方式 を採
用 しなければ ならない。30社程 度の戦 略パ ー トナー を選 び,研 究 開発 ・設
計情報 を共有化 しつつ共 同生産 の ネ ッ トワー クを構築 し,各 社 をサ プライ
チェー ンで連結 して効 率化 を図る。ハイアールは,す でにこの方 向に戦 略を
展 開 している。例 えば,冷 蔵庫 ・ルームエア コン生 産における三洋電機 との
戦略的提携 である。
三洋電機 はお もにハイアール向け に,2002年12月か らコ ンプ レッサ ーの
生産 ・販 売 を開始 した。そのため,青 島市 にあるハ イアール集団の工業 団地
内に,資 本金約20億 円の全額 出資子会社,「青 島三洋電機」 を設立 した。約
40億円 を投資 して,年 産1,000万台の設備 を設けた。2005年まで に30億 円
を追加投 資 し,2,000万台体制 を整 える。 デルコ ンピュー タの ようなモ ノづ
くり,ジ ャス ト ・イ ン ・タイムでの納 品を意図 している54)。
しか し,戦 略パ ー トナー をハ イ アール にロ ックイ ン(拘 束)す るため に
は,世 界 レベルの研 究開発 知識 を分 け与 えなければな らない。つま り,ず ば
抜 けた製品開発能力 と新 製品設計能力 がなければ,強 いロ ックイ ン現象 は起
こせない。ハイアールが三洋電機 を繋 ぎとめるためには,開 発 ・設計段 階か
らのパ ー トナー シ ップが 必要 に なる。EMS的 生産 を身上 と して きた ハ イ
アールが,デ ル コンピュー タの ような研 究開発 の ような研 究開発指 向型 の企
業になれるのか,全 てのカギはそ こにある55)。
2-2-4.モ ジュール化の影響 による技術 の レベル
1990年代前半 まで は,ほ とん ど目立た なかった中 国家電 産業が,1990年





ともに,輸 出を急速に拡大 し,さ らに海外投資にも乗 り出すまでになってい
る。それは,中 国企業での技術 レベルや経営戦略の目覚ましい進歩を,そ し
てまた,大 きな課題とされてきた企業改革の進展を示すものであろう。
外資系 を除 く中国の有力な家電メーカーには,国有企業 と民営企業(郷 鎮





工夫も加えて,コ ス ト削減,生 産性向上,従業員への動機付けなどで次々と
新 しい方式を採用し,目覚 ましい成果を収めてきた56)。
中国の家電メーカーとして最 も成功 しているハイアールは,も ともとの本
業である冷蔵庫で,特 に品質向上,販 売促進,ア フターサービスに力を入れ




今 日のハイアールは,そ のブラン ドを活用 して,テ レビ,PC,携帯電話
などにも広 く進出しているが,そ の中には他社への委託生産によって調達 し
ている部分 も多いとみられる。同社 自身は,あ くまで冷蔵庫,エ アコン,洗






57)顔建軍 胡泳 『海爾 中国造』海南出版社2001年。
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に引 き上げ,2008年には9.8%で あ った58)。ハ イアールは,デ ルコ ンピュー
タをベ ンチマーク している。そのためには,世 界 に通用 する技術力 と,何 よ
りも国際的なブ ラン ドを確 立 しなければな らない。
ハイアール を含 め,い ま中国のあ らゆる企業 がブラ ン ドの確立 に熱 中 して
いる。狂 奔 している といって もよい。 これは少 しで も価格競争 を回避 し,製
品差別化 に よって利益 を確保 するためである。 とくに国内 ・海外 での派手 な
宣伝 広告が 目引 く。
国内市場 では,地 を這 うような丁寧な顧客 サー ビスを積 み重 ねて きた企業
が,海 外で は一転 して豪 華絢燗 にカネ を使 う。企 業 イメー ジ を高 め るため
に,必 要以上 に高価 な建 物 を購 入 し,宣 伝 広告 に法外 な カネ を費や してい
る。ハイアールは,マ ンハ ッタンのブロー ドウェイにあるローマ式建築 の代
表例 と して 有 名 な 「グ リニ ッチ 銀 行」の 建 物 を1,400万ドル(約17億
9,000万円)余 りで買 い取 った59)。それはバ ブル時代 の 日本企業 の行動 を彷
彿 とさせ る。そ う した派手 な宣伝 は,多 くの場合,受 け入 れ国の反 感 を招
き,ブ ラン ドを高める ことは繋 が らない。会社 の知名度 とブラ ン ド ・ロイヤ
リテ ィーは別物である。ブ ラン ド ・ロイヤ リテ ィーは,地 道な顧客 サー ビス
を通 じて培 った信 頼が基礎 にある。
ハ イアールの真価 は,地 に足 の着い た営 業姿 勢,地 道 な品質改 善努力,
「日清 日卒,日 清 日高」 の管理 精神 にあ る6°)。国 際市場 で も,同 じ方 法 を実
践 しなければな らない。奇 を街 うことな く基本 に忠 実 ・愚 直であるこ とは,
かつて欧米市場 で 日本企 業がブラ ン ド価値 を高めて きた方法 である。国際化
にあせ りは禁物 であ る。 まさに 「ビジネス に王道 はない」。ハ イアー ル らし
さを忠実に実現する ことが,最 大 のブラ ン ド価値 である。
ハイアールは欧米 的な能力 ・成果主義を導入 していた。これは,新 しい製
58)中国国家統計局 ・科学技術部編 『中国科技統計年鑑2009年版』中国統計出版社
2009年。





造のアーキテ クチ ャである 「モジュラー型生 産」に最 適な人事 システムであ
る。IT系ビジネス,EMS,フ ァウ ン ドリー,SPAと いった ビジ ネス モ デル
の実現には不 可欠な構 成要素である6')。
近年ハイアールは,変 動型モジュラー型へ挑戦 している。デルのダイ レク
トモデル を模 倣 したケースに 「ハイアール コンピュー タ」 がある。ハ イアー
ルは,2001年5月 に 「ハ イ アール コ ンピュー タ」 を立 ち上 げ,中 国各 地 の
業者200社余 りに 「B2B製品共 同注文会」へ参加 を呼 びかけた。ハ イアール
コンピュー タの基本 コ ンセプ トは,CIT(CreateITYour-self):(「貴方 自身
にあった コンピュー タを創 造する」の意味)で ある。これは顧客 がイ ンター
ネ ッ トを通 じてハイアール コンピュー タにアクセス し,モ ジュールの リス ト
の中か ら選択 し組 み合 わせて,自 分 に必要 な対応 した ビジネスユ ースのコ ン
ピュー タを設計 ・注 文 し,さ らに個 別の必 要に応 じたサー ビスを受 け られる
とい うビジネスモデルである。ハイアールは,青 島,深 訓,お よびアメ リカ
のシ リコンバ レーに3つ の研 究開発 セ ンターを持 ち,ユ ーザの要望 にあった
高性 能 ・高品質の コンピュー タの設計 及び開発 が行 える と主張 している。
ハイアール コンピュー タは,ユ ーザの便 宣を図るために,事 前 に 「基本 メ
ニ ュー」(ハイ アール超 人,ハ イ アール旋風 コンピュー タ等)と 「トッピ ン
グ メニ ュー」(ハ イアール小超人,一 点通 ソ フ ト等)を 用意 してい る。 この
2つ のメニ ュー を元 に,312種類の モジ ュール を組 合せ て,5,186通りの製
品が可能になる とい う62)。
一見単純 に見える ビジネスモデルは,模 倣 してみる と上手 くいかないこ と
が多い。デ ルは,慎 重 に選択 した30社 ほ どの世 界超一流企業(モ ジ ュラー
生産会社 やサ ビース提供会社)を 戦略パ ー トナーに選 び,デ ルの研究成果 の
共有化 を通 じて,多 大なベネ フィッ トを提供 している。モジュラー生 産会社





も,デ ル コンピュー タとい う最 良の買い手がいて,デ ルが最先端 の設計情報
を提 供 して くれるか らである。戦略パー トナーは,こ の依存 関係 を通 じてデ
ルのネ ッ トワークにロ ックイ ン(拘 束)さ れる。デルの戦 略パ ー トナーは,
あたか もデルの子会社 の ように行動 しは じめる。デルは最新技術情報 の提供
とい うベネ フィッ トを通 じて調整 能力 を生 み出 し,サ プライチェー ンを通 じ
て戦略パー トナー を自社組織 の ように活用 する。
したがって,デ ルの ダイ レク トモデルは,単 なるイ ンターネ ッ ト利用 の受
発注システムではない。又それはB2Bを利用 した部 品や モジュールの安価 ・
一括購 入システム を意味するので もない。デルの ダイ レク トモデルのコア能
力は,研 究 開発成 果の共 有化 を核 とした ネ ッ トワー クキ ングであ る。 した
がって,研 究開発 能力 で世 界一の実力 を持 たないか ぎり,ダ イ レク トモデル
の実現は困難である。ロ ックイ ンされるほ どの強い魅力 がないか ぎり,取 引
条件が悪 ければモジュール生 産会社 は容易 に取 引か ら逃 げ出すだろ う。世界
一流 の モジ ュー ル生 産会社 の協 力 が なけ れ ば,世 界 一流 の 魅 力 的 な コ ン
ピュー タは生産で きない。モジュラー型生 産の コアは,ロ ックイ ンを起 こせ
るほ どの魅 力の提示 である。ハイアール コンピュー タが成功 するか否 かは,
この一点にかかっている。
2-3.イ ンテ グラル型 とモジ ュラー型 の2本 柱 で成長す るメー カー一大 陽
オー トバ イ
2-3-1.会 社概要
大陽 オー トバ イとい うの は,今 回調査 した会社 の ブ ラン ド商品名 であ る
が,中 国国内では,洛 陽北 方企業 集団有 限会社 〈有 限公 司〉 とい う会社 の名
前 よ り,大 陽オー トバイ とい うブラ ン ド名のほ うが広 く浸透 している。そこ
で,本 論文では,以 下,大 陽オー トバ イ と呼ぶ ことにする。
この会社 は,1984年,"軍転民"企 業63)として,日 本ホ ンダの技術 を導入
63)"軍転民"と は:国 防工業の民需工業への転換である。冷戦終了後,各 国は国防














出所:大 陽 オートバ イ ホームペ ージhttp://www.dayangmotorcycle.comアクセ ス2012
年5月1日 により筆 者 作 成
















橋田坦 「中国の 「軍転民」一軍需産業の民需転換一」東北大学大学院 国際文化
研究科論集 第4号133-156頁を参照。
64)2012年9月9日～9月12日 ・2013年8月7日～8月16日中国河南省洛陽市の大
陽オートバイの社史に関する調査結果 と中国の初期オー トバイについては,山 岡
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1992年,タイ国正大集団易初投資有限会社 と一部合弁 して,"洛陽北方易
初オー トバイ有限会社"と いう子会社を設立した。大型オー トバイ専門製造
会社で,河南省では最大規模の合弁企業の一つである。






洛陽北方企業集団有限公司 〈有限会社〉の子会社,洛 陽北方易初オー トバ




水準であるC100N-CHオー トバイの製品技術 と設備を導入 して,エ ンジンの
製造,車体の溶接 塗装,半 加工品のダイカス ト,車の組み立てなど幾つか
の生産ラインを作 り上げたのである。完成された技術,開 発 品質管理 と検
査 ・測定体系 を形成 して,"大陽"ブ ラン ド製オー トバ イは年間生産能力
100万台を達成できた。
大陽オー トバイは,国 内の同業界に先立ってISO9001品質体系 を認証され
た企業である。大陽オー トバイがまた"3C"の認証66)を得た上,す べての製
茂 樹 「魔 托 車 」 『開放 中 国 の クル マ た ち 一 そ の 技 術 と技 術 体 制 一 』 日本 経 済 評 論
社1996年 第6章 を参 考 。
65)中国汽 車 工 業 協 会 の2013年1月 か ら10月 まで 中国 全 国 オー トバ イ生 産 企 業 販 売
ラ ン キ ン グ トップ10
http://www.caam.org.cn/motuoche/20131115/1305106449.htmlを参 照 。 ダ
ウ ン ロ ー ド2013年ll月19日 。
66)3C認証 とは"中 国 強 制性 製 品 認 証"(ChinaCompulsoryCertification)英文 の略
"3C"であ
っ た 。 中 国 政 府 は 世 界 貿易 機 関 の 関 連協 議 と国 際 的 規則 に よ っ て,消
費 者 人 身 と動 植 物 生 命 安 全 の た め,環 境 を保 護 す る た め,国 家 安 全 保 護 す る た
め,法 律 法 規 に従 っ て,製 品合 格 を評 価 す る制 度 で あ る。
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品の輸入 を許可する,ヨ ーロ ッパE-MARK認証67),ネパ ール政府 の環境保護
の認証68)を得て いる。"国家先 進技術 企業","国家輸 出免 検企 業","実験室
国家認可"企 業である北易公 司の"大 陽"の 商標 は"河 南省 で有 名な商標"
であ り,"中国有名 ブラン ド"に 認定 され,"全 国において重 点的に保護 され
た商標"で ある。
すでに各種 シ リーズの大 陽ブラ ン ドオー トバイを累計 で500万台余 り生産
販 売 して,そ と地域 に輸 出 され,外 貨獲得 は1億 ドルを超 えた。大 陽は国内
外 市場ですべ て高い名声 を有 して,良 好 な経済効 果 と社 会 的効 果 を創 造 し
た69)。北易 公 司の発展 は,全 国の数百社 の部 品生産 企業 をシ ンク ロナ イズ
し,国 家 と現 地の経 済発展 のために大 きく貢献 した。
2-3-2.国 内市場の変化 に対応 した技術導入
中国のオー トバ イ産業 は1970年代 後半か らの改 革開放 に伴 う経 済の発展
と並行 してその基盤が固 まった。改革以前 は専 ら軍や警察 といった業務用が
主であ り,年 間生 産規模 は数万 台 であ った。1980年以 降,対 外 開放 政策 を
中心 とする本格 的な改革開放期 に入 り,当 時の軍需関連企業 を民需転換 させ
る ことが国の重 要施策の1つ として打 ち出 された ことを受 け,当 時の兵器工
業や航空工 業系 の軍需企業 が,主 に 日系 メーカーか らの技術導入 を受 け,大
量生産型消費財 であるオー トバ イ生 産 を始 めた。
1985年には年 間生産台数 が100万台 を超 えた ものの,1990年代初期 まで
は100万台 を挟 んだ増 減が繰 り返 されていた。 この時期 は各 地に経済特 区が
設置 され,外 国資本 や技術 の積極 的な導入,ま た企業 の経営 自主権 の拡大 な
ど,経 済体 制の改革が進んだ時期 であるが,一 方で沿岸部 と農村部 の格差,










官僚 の汚職 イ ンフレや失業 問題 が生 じ始 めた時期 であ り,市 場経済へ の移
行期 と並 んでオー トバイ生 産 も軍民転換へ の移行期 であった。
1980年代末 頃 まで,中 国 における主 なオー トバ イ車種 は,日 本 か ら技術
導入 した車種 とその改 良型が数種類 あるのみ であ った。例 えば嘉 陵 は1981
年末 に交 わ された技術契約 でホ ンダの技術 協力 を得 て50ccモペ ッ トの改 良
版 を完成 させて以後,1990年代初め まで50cc,70cc,125ccの排 気量 の5種 類
(主力 はCD70とスーパ ーカブ型 の ビジネスバ イク)を 揃 えたの みであ った。
大陽 は1992年に交 わ され た技術 契約 で ホ ンダの技術 協 力 を得 てClOON-CH
オー トバイの製品技術 と設備 を導入 して,エ ンジ ンの製造,車 体 の溶接 塗
装,半 加 工品の ダイカス ト,車 の組 み立てな ど幾 つかの生 産ライ ンを作 り上
げたのである。 これ らは基 本的にホ ンダか ら技術 を購入 し,そ れに基づ くも
ので,そ れか ら派生 した車種 は中国市場 向けに排気量 や馬力,ト ルクな どエ
ンジ ン性 能,外 観等 をマイナーに改造,ア レンジ してバ リエーシ ョンを増 や
した ものである。
国内メーカーに よ り国産化 された数種 のス タイルは中国市場 で ヒッ トし,
ス タンダー ドな車種 として後続 メーカーの模倣 の対象 となった。1990年代
入ってそれ ら基本ス タイル をめ ぐって多数のメーカーが改造 を加 えなが ら車
種 が急増す る。特 に模 倣先 として集 中 したの はJH50,JH70,JHI25及びJD
70型(ス ーパ ー カブ型),ス ズ キAXIOO型,ヤ マ ハ ・メ イ ト型 であ っ た。
1990年代後半 以降 はホ ンダCB125とスズ キ125型が人気 であ り,さ らにヤ
マハや台湾製スクー タな ど模倣先 のバ リエーシ ョンは多様化 している。以前
は100cc以下の2サ イクル ・エ ンジンを搭載 した ビジ ネスバ イクが 中心 だっ
たが,1990年代前 半 以 降,排 気 量 は大 型化 が 進 み,125cc以上 の4サ イク
ル ・エ ンジ ンを搭載 した ものや,ス クー タ ・タイ プの需要が急 拡大 してい
る。
車種 の増加 に需要サイ ドの要求であった。中国は広大 で,都 市 ・農村 間あ
るいは地域 間で所得,気 候,交 通イ ンフラ状況 な ど生活 ・製 品使用条件 が大
き く異なるため,元 来,潜 在 的なニーズは多様 なはずである。また,所 得 の
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上昇につれ,「動けばいい」「物が運べればいい」というものから,人 と異な
る乗 り物が欲 しいという自己実現的な欲求に基づ くニーズが多 くなってい
く。




各オー トバイメーカーが,外 国から技術導入 した車種をそのまま大量生産
して市場投入しているだけの時代は過ぎ去 り,市場で生 き残るには新 しい車











ヒット商品を土台にして,性 能,機 能,品 質 コス トで何からの差別化をす
ること,(3)全く新 しいシリーズを図面から独 自開発 の3つ方法によりな
される。現実には(3)の方法はほとんどない。一部の国有大手メーカーに
は政府の直接 ・間接の支援があ り,資金力に優れ,外 資と合弁するなど緊密
な関係にあるので,(1)に頼る事ができた。しかし,そのほかの大部分の企
70)大原 盛 樹 「中 国 オ ー トバ イ産 業 の サ プ ラ イ ヤ ー ・シ ス テ ムー リス ク 管 理 と能 力
向上 促 進 メ カ ニ ズ ム か ら見 た 日 中 比 較 」,ア ジ ア 経 済,XLII-42001年9月15
日。
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業が採用するのは(2)の方法である。これを 「コピー的改造」 と指摘 され
た。これは単なる完全なコピーとは異なる。確かに意匠デザインは事実上多
数のメーカーにより勝手に共用 されるが,基本モデルを下敷 きしながら,自
社の もてる技術の範囲で性能,耐 久性,コ ス トを変えて,そ れぞれがター
ゲットとする消費者にあわせて少ないながらも差別化 している。






例 えば,宗 申とJ社にクラッチ ・ギアを供給する。宗申,J社とも外見がほ
とんど同 じJHIOO型のエンジンを作る。V社が両社に供給するギアも寸法は




れたものを作ろうとしてお り,J社はより価格を意識 したエ ンジンを作って
いる。そして,V社に対 しても各自の戦略に基づ くカスタム部品を作 らせて
いるということである。V社によれば 以前各メーカーとも個々の部品まで
全 く同 じコピー製品を作っていたが,最 近ではそのような若干の違いをつけ
るような要求されるのが普通であったという71)。
以上中国オー トバイ産業で観察された補完的コピー部品を製造する企業間
の協調は,事 後的にフォカル ・モデルを分解 し,組立メーカーの要請なし
で,い わばボ トムアップ的な形で部品の 「モジュール」を生み出したのであ
る。モジュール内の組立品質は,局所的擦 り合せによってある程度保証 され
ている。複数の組立メーカーが,そ うした 「局所的に擦 り合わせ済み」の部
71)同上。
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品群 を,あ たか も汎 用品 の ように購 買 す るこ とによって,そ れ らは 「擬似
オープ ン ・モジュ ラー」 となるのである72)。
厳 しい市場競 争環境 の中で,組 立 メーカー の経 営状 況が悪化 してい るた
め,測 定やテス トの設備 な ど,本 格 的な リバ ース ・エ ンジニア リングや研究
開発に必要な資本投 下が不 充分 となっている。 こうした悪循環 の よって,中
国のオー トバイ企業 は,既 存 の外 国設計=フ ォカル ・モデルの形状 を模倣す
る段階 に止 まって しまう。 この累積 過程が,中 国の オー トバ イ産業 にお い
て,「技術的 ロ ックイ ン」が長期 にわたって観察 された要 因だと考 えられ る。
そ して,そ の同 じサイクルが,競 争の激化,価 格 の下 落 そ して市場 の急激
な拡大 ももた らした と言える。中国オー トバ イ産業 の強み と弱 みは,同 じダ
イナ ミックスか ら生 じていたのである73)。
拡大傾 向が続いたオー トバイ産業 であるが,既 存 メーカーの生 産規模拡大
に加 え,民 間,外 資企業 な ど多数のメーカーが新規参入 を果 た した供給過多
に陥った こと,コ ピー品投 入企業 出現 の影響 もあ り価格 が大 幅に下 落 したこ
と,低 所 得者 層へ も普及 し需要に一服 感が見え始 めたこ とな どの要 因か ら国
内需要は頭打 ち とな り,1998年か ら2000年代初 頭 まで は,そ れ までの継続
的な右 肩上が りの生産基調 か ら一転 して停滞期 に突入 した。
2000年に入 り,オ ー トバ イ市場 を取 り巻 く環境 は新 た なステー ジ を迎 え
た。WTO加 盟 と胡錦濤 政権 の誕生 に よ りさまざ まな法整備や施 策が打 ち出
され,オ ー トバイ産業 で も環境 や安全 面に配慮 した関連法規則 な どが相 次い
で実施 された。都市 部におけるオー トバ イに対 する各種規制(市 街 地へ の乗
り入れ禁止や登録番号 の発給停止,制 限)が 強化 される といった直接 的な影
響 のほか,他 の多 く産業 に も共通する事 であるが,外 資企業 との さらなる競
争激化 に伴 うコス トダ ウンの必要性 や,消 費者 の品質要 求水準 の高 ま りに対
する製品力向上 といった ことに対 し,対 応 を求め られる時代 が訪 れた。そ し
72)藤本隆宏 「アーキテクチャの比較優位に関する一考察」RIETIDiscussionPaper
SeriesO5-J-Ol32005年3月。
73)藤本隆宏 葛東昇 「擬似オープン ・アーキテクチャと技術的ロックインー中国二
輪産業の事例から一」RIETIDiscussionPaperSeriesO4-J-0032004年1月。
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て,国 内市場の縮小分 を輸出で補 うことで生産台数の維持,拡 大する動 きも





















オープン ・アーキテクチャの存在 も続 くだろう。しかし,あ まり高い商品は
買えないが偽物や品質が悪い商品はもう結構 という,小康層(中 間消費層)
が年々増えてお り,オープン ・モジュラー型 とクローズ ド・モジュラー型製
74)李鋼 「"走出去"開 放戦略与案例研究」中国対外経済貿易研究社2000年。





応 も必要になる。近年多 くの中国企業 もその問題に気付いた。前に述べたハ
イアールはR&Dへの投資は年々増え続けている。





つ目は,中国国内市場 を中心に販売する,中 間層消費者向け商品,三 つ目は
富裕層向け商品,の 製造ラインである。





は,す べて洛陽工場で行う。大陽オー トバイは1992年か ら日本 トヨタの工
場管理を導入 している。また,2000年からこのラインでは多技能工の教育














たため,日 本製と同レベルでより安い場合,台 湾製を使 う。台湾の部品メー







型オー トバイのエンジンの研究開発は日本 と台湾の技術者を雇用 して行って
いる。現在,中 国では企業秘密の意識が高まっている上,生 産量はまだ少な
いため,こ のラインは河南省洛陽にある洛陽北方易初摩托車有限公司の大陽




大陽オー トバイで実際に調査 した結果78)では,職場 ・工場の場所を別に
し,職場構造(機械設備の違い,従業員の始業時間の違い,製 品の品質の違
い,な ど)を意識して,そ れぞれの職場 ・工場において別々の特殊的能力を
構築 する試みであると考える事 もできる。大陽オー トバイという会社の3つ
の別々の職場 ・工場に,意識的に3つ の特殊的能力を構築 する試みであると
言える。
サプライヤー ・システムの全体的な構造 と行動の特徴を抽出する際 藤本
[1998]は境界(イ ンターフェイス)の マネジメントという観点から次の三つ
のレベルに分けて分析 した。①境界設定:メ ーカーが製品の開発 と生産にお
いてどの程度サプライヤーにまかせているのか,②競争パ ターン:メーカー
77)2012年9月9日 ～9月12日 ・2013年8月7日 ～8月16日 中 国 河 南省 洛 陽 市 の 大
陽 オ ー トバ イ の生 産 シス テ ム に 関す る調 査 結 果 に よ る。
78)同上 。
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が,(潜 在的 に)競 合 す るサ プライヤー問 を どうコーデ ィネー トす るのか,
③ 個別取 引パ ター ン:メ ーカー とサプライヤーが(実 際に顕在化 した)取 引
において どの ようにお互いにイ ンセ ンテ ィブ付 け し,モ ニタ リングす るのか
である。 この3つ の レベルで見 られる特徴 は,そ れぞれ相互補完 的に一 つの
システム を形成 している ことである79)。
藤 本[1998]が重視 するサプライヤー ・マネジメ ン トとは,メ ーカー側 か ら
する と,「製 品開発 と生産 の双 方 を含 む製造 システ ム,す なわち相 互 に依存
し合った生産資源のネ ッ トワークに対 して,企 業 間の境界 を設定 し,そ こに
発生する取 引のあ り方 をデザイ ンする こと」8°)である。
そ こで,本 論文において も,大 陽オー トバイのサプライヤー ・システムの
変化 を確 認する。
大陽オー トバイは元国有企業 であったため,計 画経 済時代 にフルセ ッ ト主
義で作 られた歴 史の長 い企業 であ る。1980年代 初 めに は,従 業員 は1万 人
をゆ うに超 えてい た。QCDを 考 えず作 るだ けな ら素材 以外 はおそ ら く何 で
も自社 で製造で きるだけの技術力 がある。 しか も大量 の過剰雇用 を抱 えてい
たため,で きる限 り自社 で部品を内製 した。
1984年,"軍転 民"企 業 と して,日 本 ホ ン ダの技 術 を導 入 し,"洛嘉"










藤本隆宏 西口敏宏 伊藤秀史 「リーディングス サプライヤー ・システム 新
しい企業間関係を創る』有斐閣1998年41-70頁を参照。
大原盛樹「中国オー トバイ産業のサプライヤー ・システムー リスク管理と能力向
上促進メカニズムから見た日中比較」「アジア経済』第42巻4号2001年4月。
2-38頁を参照。




い信頼関係への交流など,日本式の考え方 も勉強 し始めた。 しか し,実際
は,ハ ー ド面では設備導入が進んだが,ソ フ ト面の実行があまり伴わず,消
化 しきれなかった。






有限会社からは,資 金的な投資だけでなく,タイの技術者(研 究開発 ・品質
管理の専門家)を 雇用紹介や,従 来より品質が高いタイや台湾のサ プライ
ヤー数社の紹介も受けた。大陽オー トバイはタイ国正大集団易初投資有限会
社 との一部合弁により一歩前に進み,再生 された。
メーカーの製造能力 と市場環境 製品戦略などより,内外製の選択は大 き
く異なるものである。
















同 じくオー トバイメーカーの嘉陵から支援を受け,中 国洛陽嘉陵オー トバ
イ工場に変身した。資金 ・技術を求めるため,1992年タイ国正大集団易初
投資有限会社 と一部合弁 して,"洛陽北方易初オー トバイ有限会社"と いう
子会社 を設立した。また,同 年から 「走出去」政策の影響を受け,新興国へ
の品質は良い とはいえないが値段が安いオー トバ イの輸出 ブームに乗
り,1998年ごろまで急成長ができた。
1990年代末以降,品 質が良 く値段 もそれほど高 くない日系オー トバイの
影響で,中 国のオー トバイ産業全体で,そ れまでの量的な最大化 と値引きに
よる単純な競争から,品質向上,コ ス ト管理 商品開発による差別化を組織
的に行 う競争がめざされるようになった。
大陽オー トバイも2000年から,新興国への輸出を中心にした事業か ら転
換 し,日系オー トバイメーカーが勢力をもつ中国国内市場に再挑戦 した。自
社製品の品質を向上させ,国 内アフターサービスを強化 し,国内市場の激 し
い競争の中に生き残った。
調査に協力して くれた張総工場長の話は,以 下のものであった。
大陽オー トバイは顧客への品質を保証,部 品取引先の支払いを保証,共 同
研究開発への信頼できる管理を保証,な どの 「信用」で成長できた。もちろ










ある五羊本 田摩托 は,2006年8月に中国での生産車種 と しては初 めて
「ユーロ3」8')を満たすスクータの販売を開始 した。「ユーロ3」の規制値をク
リアするには相当の技術が必要 とされてお り,国際市場 において中国メー
カーが生き残ってい くためには,さ らなる技術力の向上が必要だ。現状,中




役 を担ってお り,その需要動向は交通インフラ,政府規制,所 得水準などに
より各国ごとに異なる。又他の国々においてもオー トバイは生活に必要不可
欠なツールとして広 く愛用 されてお り,メーカーとっては,そ れぞれの地域




オー トバイの業界団体の設立をはじめ,輸 出 ・品質管理を含めた研究開発を
行 う事 を業界に求め,オ ー トバイ輸出を強化する方針 を打 ち出している82)。
オー トバイ産業でも加速するグローバル化の中で,中 国メーカーは外国企業
との競争に備えた本格的な戦略づ くりが求められている。
81)世界で最も厳 しい排出ガス基準。中国では2005年か ら 「ユーロ2」の排出ガス
規則が実施されてお り,2008年に 「ユーロ3」を導入。
82)商務部機電 ・科技産業司幹部によると,オ ートバイの輸出管理を強化する為,中
国摩托車(オ ー トバイ)商会の設立を求め,オ ー トバイメーカー主導による業界
の発展を促 した。又,品 質管理を強化すると同時にアフターサービスの徹底を要
求。輸出後の顧客の不満に対応するように求めている。このほか,業 界全体を通






藤本理論の限界は,中 国における一時代を対象に考察 し理論づけ,時 間軸
における中国アーキテクチャの変化 を看過したところにある。
2004年以後,中 国は 「世界の工場」を終焉に迎え,「世界の市場」へ変貌











り巻 く内外環境の変化が起 こった。中国政府は,経 済構造が従来の労働集約
型から資本集約型への転換 しつつあることを受けて,自 主技術の開発 と科学










③中国国家統計局 ・国家発展和改革委員会 ・科学技術部編 『中国高技術産業統計
年鑑』中国統計出版社2007年。




も 「生産力促進センター」,「ベンチ ャー企業 インキュベーター」,「技術市
場⊥ 「大学テクノパーク」,「国家技術移転センター⊥ 「企業技術開発セ ン
ター」などの設置に取 り組んできた。特に,経 済の進んだ沿海地域では,海
外留学組の帰国創業 を促進するために,施 設の無料提供,補 助金の支給な
ど,積極的な奨励政策を実施している。









の開発」を目指 した 「国家中長期科学技術 発展 計画綱要(2006年～2020
年)」(以下 「計画綱要」と略す)を 制定 した。この 「計画綱要」の策定に
よって,中 国政府は,初 めて 「革新創造国家」(中国語では 「創新型国家」)











技 術の大 きな進展 は見 られ なか った。 しか し,2000年以 降,資 本蓄積 及 び
それに よる資本主導型成長が進展 する中で,特 に著 しく変化 したのは,研 究
開発投資 の急増 であ った。研 究開発費 は2002年に1,000億人民元 を,2006
年 には3倍 増 の3,000億人 民元(約3兆9,000億 円,対GDP比 率1.42%)
を超 え,2008年には4,616億人民元(約6兆 円,対GDP比 率1.54%)に達
した85)。
中国の研究 開発投 資 は急 速に拡大 してはい る もの の,2007年の研 究 開発
費は世界最 大の研 究開発 国のアメ リカの約1割 強,日 本 の三分 の一弱 に過 ぎ
ず,日 米 との問には依然 として大 きな差 がある ことがわかる。 しか し,1992
年か ら2007年の15年 間,研 究 開発 の年均成 長率 につ いて み る と,中 国 は
19%で,ア メリカの5.5%,日本 の2.1%を 遥かに上 回ってお り,着 実 に増
加 している。
研 究開発活動の成果 としての特 許に関 しては,出 願件 数は,1995年の8.3
万件 か ら2008年の82.8万件 に増大 し,13年間で約10倍 増加 した。
研 究開発 活動の成果 として,技 術 において も中国のキ ャッチ ・ア ップは急
ピッチで進 んでい る。例 えば,特 許出願件数 を比べ ると,日 本 は2000年代
に入 って減 少傾 向で あ り,2010年は34万 件余 りに対 し,中 国は2000年か
ら2010年の 問 に7倍 以 上 に増 えて,2010年は39万 件 と初 め て 日本 を上
回った。個 別企業 の レベルで も特 許の国際 出願 数で2008年に中国企業 の華
為技術 が初 めて世 界 トップになるな ど,毎 年華為技術 と中興通訊 が 日本 のパ
ナ ソニ ックやオ ランダの フィリップスな どと トップを争 っている86)。
また,同 期 間の登 録件 数 は,4.5万件 か ら41.2万件 に増大 し,約9倍 強
拡大 した。1990年代 には主 に実 用新型が圧 倒 的に多 かった の に対 し,2000
年に入ってか らは,出 願 と登録 の両方において発 明件 数の伸 び率 が実用新型






2000年に入ってから,ハ イテク産業の育成 を中心に国家 レベルの研究開
発活動が活発に行われている。同時に,企業 自らも激 しい国際競争に対応す
るため,知 的財産権 とコア ・コンピタンスの確立を目指 して,企業 レベルの
研究開発活動を活発に展開してきた。特に,一 部の有力企業は,世界市場を
にらんで,独 自の製品と技術の開発に積極的に取 り組んできた。以下,産 業
レベルの研究開発活動の動向を考察して見る。












年～2005年)には442億人民元か ら1,250億人民元へ と1.8倍増(年 間平
均伸 び率28.7%)となった。このように研究開発費の増加率が加速化 して
いったうえに,研 究開発費の伸 び率が研究者数の伸 び率を上回ったことか
ら,1人当たり研究開発費が上昇 し,研究開発の質 も高まってきた。
また,研 究開発費の調達源について,政 府資金が2000年の4.6%から
2008年の3.7%へと減少 したのに対 して,企 業資金は同80.7%から90.1%



















は,疑似オープン ・アーキテクチャの存在 も続 くだろうが,小康層(中 間消
費層89))が年々増えており,真性オープン ・モジュラー型 とクローズ ド・モ
ジュラー型製品のニーズ,市場の存在 も否定できない。






89)松江 宏 編 『現 代 中 国 の消 費 と流 通 』 愛 知 大 学 経 営 総 合 科 学研 究1999年 。28-29
頁 を参 照 。
90)中国富 裕 層 につ い て 「チ ャ イ ナ ネ ッ ト」
中 国 情 報 総 合 サ イ ト ーhttp://china7.jp/bbs/board.php?bo_table=1_1&wr_id
=125
「人民 網 日本語 版 」2009年4月2日http://j.people.com.cn/94476/6628465.




カー ・レノボは,1990年代 には中国国内の トップブ ラン ドとな り,2004年
にIBMの赤字が続 いたパ ソコ ン事業 部 を17.5億ドルで買収 した こ と9')で,
一気に世界市場に躍 り出た。IBMは売却先 として東芝など日本企業にもアブ
ローチしたが,中国国内市場での発展に限界を感じていたレノボが事業部の
価値 を最 も高 く評価 したのである。レノボは,IBMの資産を生かして技術 と









物流,販 売,人 事など)に 関する情報を一元的に管理 し,経営資源の最適化 と効
率化を図るためにERPシステムを2007年度から導入 した。具体的にはERPソフ
トパ ッケージの世界最大手である ドイツのSAP社のERPR/3システムを導入 し
た。またリレーションシップ販売の強化のため,機 関顧客 との持続的な関係を構
築 し発展 させるためにレノボは2007年度以降か らCRMへの取 り組みを強化 し
た。CRMは元来,顧 客データベース情報をもとに商品販売から保守サービス,
問い合わせやクレーム対応,顧 客の課題解決提案など,個々の特定顧客とのすべ






を強化するために,レ ノボは①販売パイプライン改善 と投資,② コスト削減,③
集中的な販売 トレーニングと投資 ④ソフトコマーシャル市場の注力などの取組
みを行った,そ の結果,2006年度第3四 半期に至って海外 における 「販売力の
転換を完成 し」「顧客のよい反応」を獲得することができた。
3.よ り高付加価値の製品 ・ソフトの提供








Henkel,WIPRO,Intel,Microsoft,DIS-COVER,Googleなどが 含 ま れ る。 こ れ ら世
界 の 大 企 業 を 関連 性 顧 客 と して 開拓 す る こ と に レノ ボ は成 功 した だ け な く,政 府
機 関 や 教 育 部 門 な ど公 共 セ ク タ ー部 門 にお け る リ レー シ ョン シ ップ取 引 に も成 果
を上 げ た 。 さ ら に は,ブ ラ ン ド広 報 と も 関 連 し て,オ リ ン ピ ッ ク大 会 の ス ポ ン
サ ー企 業 と して,国 際 オ リ ン ピ ック 委 員 会,NBAを そ れ ぞ れ 関連 性 顧 客 と し て
取 り込 む こ と に成 功 して い る。 レノ ボ は さ らに ミ ドル市 場 にお け る リ レー シ ョ ン
シ ップ取 引 に進 出 し,顧 客 に対 す る売 上 を急 速 に増 大 さ え て い る。 更 に は ミ ドル
市 場 を戦 略 的 な焦 点 と位 置 づ け て い る。
5.IBMと の提 携 関 係
レノ ボが リ レー シ ョン シ ップ モ デ ル を推 進 す る う え で,IBMと の提 携 関係 は注
目に値 す る。IBMは 元 来 そ のPC事 業 に お い て グ ロ ー バ ル な リ レー シ ョ ンシ ッ プ
モ デ ル を基 本 と して い た の で あ り,レ ノ ボがIBMの 関連 性 顧 客 を継 承 す る う えで
IBMとの提 携 関 係 が 重 要 で あ っ た こ と は い う ま で もな い。 レノ ボ は一 方 で,IBM
との 資 本 関係 とブ ラ ン ド関係 を希 薄 化 しそ の独 自性 を強 化 す る戦 略 を採 用 しつ つ
も,IBMと の提 携 関 係 を維 持,発 展 させ る こ と に注 力 して きた。 そ れ は レノ ボ に
よ れ ば,主 に 三 つ の 点 に示 され た 。 第1に,レ ノ ボ に と っ てIBMは 優 先 的 な グ
ロ ーバ ルパ ー トナ ー と して位 置 づ け ら れ てい る。 レノ ボ とIBMは顧 客 お よ び取 引
業 者 に対 す る資 金 提 供 にお け るパ ー トナ ーで あ り,新 た な グ ロ ーバ ル技 術 ・サ ー
ビス の提 供 にお け るパ ー トナ ー で あ っ た。 そ して こ の面 で の提 携 は レノ ボ に よ れ
ば 「成 功 し,成 長 してい る」 と評 価 さ れ た。 第2に,レ ノ ボ とIBMのサ ー ビ ス面
で の提 携 で あ り,そ れ は 戦 略 的 なITサー ビス 契 約,グ ロ ー バ ル な 人 的 資 源 サ ー
ビス につ い て の契 約,中 核 的 な顧 客 サ ー ビス ・フ ィ ー ル ド支 援 に 関す る協 定 な ど
に示 さ れ た。 レノ ボ は こ の面 で の両 者 のパ ー トナ ー シ ップ は 「引 き続 き成 長 」 し
てい る と評 価 した。 第3に,IBMが 依 然 と して レ ノ ボの 最 大 の顧 客 で あ る こ と。
レノ ボ はPCをIBM会 社 に 販 売 す る だ け で な く,IBM従 業 員 に 対 す る 内 部 販 売 を
進 め た。
サ プ ラ イチ ェ ー ン の効 率 化 と事 業 の成 果:
1.サ プ ラ イチ ェ ー ンの プ ロ セ ス とポ ー トフ ォ リ オ の簡 素 化,2.組 織 再 編 特
に本 部 に セ ン タ ー ・オ ブ ・エ ク セ レン ス(日 常 執 行 の司 令 セ ン タ ー,需 要 ・供 給
計 画 に焦 点)を 設 置 し,業 務 の効 率 化 を推 進3.リ エ ン ジ ニ ア リ ング の学 習,
組 織 と活 動 の複 雑 さ の削 減 と効 率 化,4.ロ ジ ス テ ィ ク ス の改 善 と効 率 化,5.
サ プ ラ イ ヤ ー との関 係 強 化,6.材 料 コ ス トの低 減,物 流 コ ス トの低 減,7.生
産 面 で の リー ン シ ックス シ グマLeanSixSigmaの推 進8.二 つ の タ イ プ の マ ー
ケ テ ィ ン グ モ デ ルの 世 界 範 囲で の拡 大,9.新 た な製 品提 供 とサ ー ビ ス の拡 大 に
よ る顧 客 満 足 の 向上 。
事 業 全 体 にお け る コス ト削 減 と運 営 の効 率 化,サ ー ビ ス水 準 の 向上,顧 客 満 足
の増 大,財 務 状 況 の 改 善 が み られ た。
川 井 伸 一 「M&A以 降 の レ ノボ の 国 際 経 営 一 サ プ ラ イチ ェ ー ンの 構築 と事 業 の 改
善 一 」 愛 知 経 営 論 集 第159号2009年2月 。1-25頁を参 照 。
LenovoNews,Aug.14,2007
http://www.lenovo.com/news/us/en/2007/08/dandh.htmlを参 照 。 ダ ウ ン




抜 いてHPに 次いでパ ソ コン市場 で世 界第2位 の シェア(13。5%)を獲 得 し
た 。
レノボはIBMの買収 に よって 日本市場 に も進 出 したが,5%程 度の シェア
にとどまっていた。日本での販売拡大 と技術面の強化を目指 して実施 したの
は,2011年1月 のNECとのパ ソ コン合 弁会社 の設立93)であ る。 レノボ側 は
合弁会社の株式の51%を握ったため,日本でかつて5割 を超えるシェアを
持 って いたNECのパ ソコ ン事 業が,事 実上 レノボの傘 下 に入 る事 になる。
合弁会社ではNECブラン ドも維持するので,こ れによって必ず しもレノボ
ブ ラン ドのシェアが 日本で拡大 するか どうかわか らない。 しか し,少 な くと
もNECの資産を生かした新たな技術面の強化94)が期待でき,今 まで存在 しな
かった新たなアーキテクチャ変化への原動力になるであろう。
一方,中 国 を代表 す る総合 家電 メー カー ・ハ イ アール は,2002年に日本
に2つ の販売会社 を設立して冷蔵庫 と洗濯機の販売を始めたが,売 れたのは
単身世帯向けの低価格機 ぐらいで,日本ブランドの牙城をなかなか崩せない
でいた。ところが,2012年1月に三洋電機か ら白物家電事業部を買収 した
ことで,技 術 とブ ラン ドを手 に入れ,早 速2012年2月 か ら 「AQUA」ブラ
ンドの冷蔵庫 と洗濯機の販売 を始めた95)。これも,中国企業が 日本の白物家
93)日本経済新聞 「NEC,レノボ株を全て売却へ180億 円で財務基盤強化,合 弁事
業は維持」NECは2012年9月4日,保有する中国のパ ソコン大手 レノボ ・グ
ループの全株式を売却する方針 を明らかにした。国内のパソコン事業を2011年
にレノボと統合 した際に取得 した約2億8千 万株で,レ ノボの全株式の2.7%に
相当する。売却額は約2億3千 万 ドル(約180億円)を見込んでお り,財務基盤
の強化につなげる。レノボとの国内合弁事業は維持する。NECは2011年7月に
パソコン事業をレノボの日本事業 と統合 した。統合会社の株式の51%をレノボ
が保有するのと引 き換えに,NECは レノボ本体の株式2.7%を取得 した。
2012年9月4日http://www.nikkei.com/article/DGXNASDDO40JM_U2A900
CITJOOOO/を参照。ダウンロー ド2012年12月29日。









また,中 国オー トバイメーカーは,開 発投 資な どは利益 を生 まないため,
出来合い品の コピー とい うス タンスか ら抜 け出 しに くい との指摘 がある96)。
しか し,2005年以降,自 社 が製品開発力,「裏 の競争力」97)に弱 い事 を深刻
に受け止め,そ の改善に力を入れている企業 も存在 した。第H章 で述べた大
陽 オー トバ イ98)のような大 手 メー カーは,既 存 品の再構 成や 設計 まで手が
け,経 営層と生産工場には,日本人専門家を雇用 している。今後,日 本企業
の得意競争分野 「裏の競争力」が徐々に大陽に移転 される可能性がないわけ




と共に,中 国オー トバイ産業の発展は日本オー トバイ産業発展段階の再創へ
進んでい くだろ う。
設 計,開 発 を行 うハ イ ア ー ル三 洋 エ レ ク トリ ッ ク株 式 会 社 を設 立 。 さ らに,三 洋
電 機 が 一 部 出資 す る タ イ のハ イ ア ー ル ・エ レク ト リ ック ・タ イ ラ ン ドで は,日 本
向 け の冷 蔵 庫 の製 造 も して きた経 緯 が あ る。
今 回 の事 業 売 却 は,洗 濯 機 お よ び家 庭 用 冷 蔵 庫 事 業 が,パ ナ ソ ニ ック グ ル ー プ
内 にお い て構 造 改 革 対 象 の 重 複 事 業 とな って い た こ と に よ る。 「事 業 の 継 続 に よ
る雇 用 維 持 の観 点 な どか ら,こ れ らの事 業 につ い て,ハ イ ア ー ル に譲 渡 す る こ と
に した」(パ ナ ソ ニ ック)。(具体 的 な譲 渡 内容 は省 略 。)2011年08月04日。

















品質 安全性,サ ービスカなどにシフトする。また,消 費者嗜好の変化を先





米メーカーからのOEM受注生産を通 じて,先 進国諸国進出への足がか りに
する動きも見られる。
中国政府 としても,オー トバイ業界の発展のため,業 界団体の設立をはじ
め,輸 出 ・品質管理 を含めた研究開発を業界に求め,オ ー トバイ輸出を強化
する方針 を打ち出している99)。オー トバイ産業でも加速するグローバル化の









国摩托車(オ ー トバイ)商会の設立を求め,オ ー トバイメーカー主導による業界
の発展を促 した。又,品 質管理を強化すると同時にアフターサービスの徹底を要
求。輸出後の顧客の不満に対応するように求めている。このほか,業 界全体を通
じて,輸 出相手国の貿易障壁を十分に研究するとともに,輸 出の障害 となる関連
法案の情報収集に努めるよう求め,さ らには,輸 出相手国の知的財産権の侵害を
避け,業界全体としても自主技術 ・ブランド開発を強化 していく事をうたってい
る。(『TheDailyNNA』2006年9月6日。)
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ArchitectureSelectionStrategyintheDevelopment
ofChineseProductionSystems
MUXin
Thepurposeofthisessayistoclarifythedynamicchangeofproduction
architectureinthecontemporaryChineseindustry.Maindiscussionsarein
thefollowingthreepoints.
First:InfluenceoftheglobalformationofarchitectureontoChinese
manufacturingindustry.
Second:ProductionandexaminationintotheChinesefewexamplesof
thechangeofarchitectureinsomeindustrysegmentsPC,household
appliancesandmotorcycle.
Third:Failuretonoticethetime-dependentchangeofChinese
architectureinthetraditionalarchitecturetheory.
